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第 1 章  序論  

 

1.1 本研究の背景  

磁気とは古くは紀元前に磁石としてその存在を知られ、その後は方位

磁石としての広く利用され 17 世紀には地球が大きな磁石であり地磁気を

保持していることが発見された ( 1 - 2 )。地磁気の強さは地域により異なるが

日本国内においてはおおよそ 35～ 45µT 程度となる ( 3 )。19 世紀には電気と

磁気の関係の解明が進み、20 世紀初頭には量子力学による物質の磁性の解

明が行われた。このように、磁気について解明が進むのに伴い、磁気を測

定するための様々な磁気センサが開発され現在も利用されている。代表的

な磁気センサには電磁誘導を用いるサーチコイル磁気センサ ( 4 )、半導体の

ホール効果を用いるホール素子磁気センサ ( 5 )、軟磁性材の急峻な可飽和特

性を利用するフラックスゲート磁気センサ ( 6 )、超電導を用いた SQUID 磁

気センサ ( 7 )等がある。磁気センサは一部を除いてその検出方向による指向

性を持っており、単体使用で 1 軸磁気センサ、 3 個を X,Y,Z 軸で組み合わ

せて 3 軸磁気センサとして使用される。これらの磁気センサは磁気計測の

目的に合わせて使い分けられている。例えば、サーチコイル磁気センサは

電力送電線や変電設備などの交流磁界の磁気計測、ホール素子磁気センサ

はリレーや永久磁石などの磁気計測、SQUID 磁気センサは心磁計、脳磁計

などに用いられている。フラックスゲート磁気センサは主に地磁気以下の

磁気計測に用いられている。以降、地磁気以下の磁気を微弱な磁気と呼ぶ。

近年、不発弾探査の徹底や磁気の影響を受ける装置の増加に伴い、微弱な

磁気領域における環境磁気計測や対象物の持つ磁気分布計測の必要性が増

加している。そこで、本研究では磁気センサを移動させて行う微弱な磁気
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計測技術について検討を行う。さらに、実用化に向けて磁気センサの移動

装置や操縦用インターフェイスの検討を行う。  

1 .1 .1 微弱な磁気計測に用いる磁気センサ  

現在、地磁気の環境下における微弱な磁気計測では、フラックスゲー

ト磁気センサを使用して計測する場合が多い。その理由は他の磁気センサ

に比べフラックスゲート磁気センサが微弱な磁気計測に適しているためで

ある。まずホール素子磁気センサはフラックスゲート磁気センサと装置の

価格帯は変わらないが、主に永久磁石などの地磁気の 1000 倍以上の磁気

の強さの領域での磁気計測が最適領域であり、目的の磁気計測と領域が異

なっている。特に微弱な磁気領域ではゼロ点の温度ドリフトが顕著に表れ

るため使用に適さない ( 8 )。SQUID 磁気センサはフラックスゲート磁気セン

サよりもはるかに高分解能であるが、超電導現象を利用しているなど、他

の磁気センサと比べ磁気計測に大きなコスト必要になる ( 9 )。サーチコイル

磁気センサは微弱な磁気領域での計測が適応領域でかつ、他の磁気センサ

と比べ安価である場合も多いが、交流磁気の計測に適しており直流磁気計

測には不向きである ( 1 0 )。これらの理由から微弱な磁気領域での様々な磁気

計測にはフラックスゲート磁気センサが適しており、用いられるフラック

スゲート磁気センサの分解能は 1～ 10nT 程度である。そこで、本研究では

このフラックスゲート磁気センサを用いて磁気計測技術の研究行う。以降、

磁気センサとはフラックスゲート磁気センサを指すものとする。  

1.1.2 フラックスゲート磁気センサによる磁気計測  

フラックスゲート磁気センサを用いた磁気計測は、天体、火山、地質

関連などの磁気計測や、建物建設前の事前調査などの磁気計測、磁性体の

残留磁気の計測、不発弾などの探知、機器が外部に向けて発生する磁気の
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計測など、その目的と種類は多岐にわたる。  

地磁気の環境下で行われる磁気計測の中で代表的な事例が不発弾探査

である。特に沖縄県で多く実施されている不発弾探査であるが、近年では

日本全国においても不発弾探査が求められている。特に高度成長期に開発

された都市部の再開発などにおいて、今まで発見されていなかった不発弾

が見つかる事例も増えている。  

次に、磁気に影響を受ける装置に対して外乱となる微弱な磁気を確認、

管理するために行われる磁気計測が近年増加している ( 11 - 1 4 )。磁気に影響を

受ける装置で代表的なものは方位磁石、電子コンパス、電子顕微鏡や 3D

プリンタ、半導体製造装置などの電子ビームを使用した装置、磁気によっ

て画像を取得する MRI 装置などがあげられる。これらの装置は性能の向上

や装置の多様化、電子コンパスではサイズ小型化に伴い様々な機器に組み

込まれるなどすることで、その数は年々増加している。これらの装置は使

用に際して、他の装置が悪影響を与える磁気を発生していないか確認する

ため、周辺装置や関連装置などが持つ磁気分布の計測などが求められる。

これらの計測は、関連装置毎に管理される必要があるため、その種類の分

だけ磁気計測の機会が存在することになる。  

1.1.3 不発弾探査の現状  

第二次世界大戦中，大規模な空襲により日本には多くの爆弾が投下さ

れた。その全てが爆発したわけではなく，爆発しなかった爆弾は不発弾と

呼ばれている。特に激しい地上戦が行われた沖縄県においては，航空機爆

弾，艦砲射撃，陸上砲撃による不発弾が未だ身近に存在している ( 1 5 - 1 6 )。こ

の理由から沖縄県では，安全を保つため不発弾の探査が頻繁に行われてい

る  ( 1 7 - 1 8 )  。  
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この磁気センサを使った磁気探査装置による不発弾探査の問題として，

都市部再開発時の誤検知の問題と、郊外の不整地での作業効率の問題があ

る。誤検知の問題とは、探査領域に隣接する構造物に使用されている強磁

性体によって頻発する不発弾の誤検知のことである。隣接する構造物から

の磁気に反応して磁気センサの出力が増加し，場合よっては不発弾よりも

大きな反応を検出する。その結果，誤った位置に不発弾があると判断して

しまい，誤検知が発生する。  

次に、郊外での作業効率の問題がある。現状の不発弾探査は作業者が

磁気センサ部を携帯し徒歩で探査している。郊外、特にまだ重機などが入

っていない不整地での不発弾探査においては、荒れ地やぬかるんだ土地な

ど作業者に高負荷がかかる状況が多く、作業効率が大幅に低下する。本論

文では、磁気探査装置の磁気センサ部の S/N 比向上による誤検知の改善を

行い、誤検知問題を解決する。また、不整地での作業効率改善に向けた、

不発弾探査のための磁気計測手法の検討を行う。作業効率の改善では磁気

探査装置の磁気センサ部の構造に起因する磁気センサ部のサイズ問題があ

る。その問題解決のため単一の磁気センサを使用した移動式の磁気分布計

測について研究を行う。  

1 .1 .4 磁気分布計測の現状  

磁気の影響を受ける装置の増加に伴い、微弱な磁気領域での磁気計測

の必要性が増加している。この磁気計測では周辺装置や関連装置などが持

つ磁気分布の高精度な計測が求められる。それに対して、測定対象物の持

つ磁気分布計測の基本的手法は磁気センサそのものの高性能化や小型化、

解析能力の向上といったことを除き、大きな進化、変化をしていない。基

本的手法とは磁気センサを固定して、測定対象物を移動させて行う従来型の
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磁気計測手法である。これは、地球上に地磁気が存在することがその大きな

理由であると考えられる。天文学では地磁気の極が逆転するなど地磁気の

変化が考慮される。しかし、人類の歴史で考えればここ数千年にわたり地

磁気はほぼ不変であると考えることができる ( 1 9 )。この不変的に存在する地

磁気が微弱な磁気計測に大きな制約を与えている。例えば、ある特定の場

所の磁気を長時間計測する環境磁気計測では、測定場所に磁気センサを固

定して環境磁気の変化を計測する手法が一般的である。この場合、磁気セ

ンサが動かないので地磁気は日変動分（約 10nT/日）を除き一定とみなせ

る、そのため高精度に環境磁気の計測が可能である。これに対して、磁気

センサを移動させて行う微弱な磁気計測は、動くたび常に磁気センサが地

磁気に反応し、 X,Y,Z 各軸の出力値が大きく変化してしまうため、地磁気

環境下での実施は困難である。つまり、測定対象物の微弱な磁気分布を求

める磁気計測は、磁気センサを移動させて計測するのが最も効率的である

が、上記の理由により環境磁気計測と同様に磁気センサを固定し、測定対

象物側を移動装置に乗せて動かす手法で長年行われてきた。しかしながら、

この方法にはいくつか問題がある。移動装置や治具が鉄や鋼といった強磁

性材料で構成される場合、磁気計測に誤差が生じる。そこで、これらは非

磁性材料で設計される必要がる ( 2 0 )。そのため、対象物が人に運べない程度

に大きく重くなると、移動装置の設計に際して強度やコストといった様々

な問題が発生する。そこで、本研究では測定対象物の微弱な磁気分布を、

1.1.2 でもあげた磁気センサを移動させて行う磁気計測で取得することで、

問題解決を図る。  

1 .2 磁気センサを移動させて行う磁気計測  

地磁気環境下で磁気センサを移動させて行う磁気計測はまったく行わ
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れていないというわけではない。地磁気の影響を無視、除去、あるいは遮

蔽するなどの対策を行うことで、磁気センサを移動させながら微弱な磁気

計測は可能になる。その方法は磁気センサを動かして磁気計測する際に、

磁気計測のデータを全磁力で評価するか、磁気シールドと呼ばれる技術を

利用する。これにより、磁気センサを移動させながら微弱な磁気計測が可

能になる。しかしながら、これらの手法では移動しながら行う微弱な磁気

計測に対する問題を解決するに至っていない。  

まず、全磁力による評価では磁気センサを地磁気中で移動させる磁気

計測が可能である。地磁気の環境下で三軸磁気センサを動かしても全磁力

は変化しない、つまり固定値として無視することができる。しかし、X,Y,Z

各軸の磁気成分を評価することはできない。そのため、各軸の磁気成分の

正確な評価が求められる、不発弾などを含む測定対象物の持つ磁気分布の

計測で用いることはできない。そのため、不発弾の探査では採用されてお

らず、主に火山や地層など大規模で一様な磁気を計測する際に用いられて

いる ( 2 1 )。  

もう一つの手法が磁気シールドである。磁気シールドにはパッシブ磁

気シールドとアクティブ磁気シールドが存在する。パッシブ磁気シールド

とは主に高透磁率材料によって囲われた空間によって構成されている ( 2 2 )。

中でも人間が磁気計測を行えるほど大きな空間を得られるものを磁気シー

ルドルームという。微弱な磁気計測を行える磁気シールドルーム内部にお

いて、地磁気は数百～数千分の一に減衰され、磁気センサを自由に動かし

ながら測定対象物の持つ磁気の分布の正確な計測が可能である。しかしな

がら、磁気シールドルームに使用される材料はパーマロイ合金やアモルフ

ァス合金である。これらの金属材料は大変高価であり、その上接合部など
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では専門技術に基づく高度な設計と組み立て技術が要求される。そのため、

地磁気を数百分の一する性能の 2m 立方程度の磁気シールドルームでも数

千万円という価格になる ( 2 3 )。このように磁気シールドルームは地磁気の影

響を遮蔽できる性能を有するが、大変に高価であり簡単に用意はできない。

続いて、アクティブ磁気シールドは、パッシブ磁気シールドと比べ価格は

大幅に安価である。アクティブ磁気シールドは安価なコイルと磁気センサ

で構成され、地磁気を数百分の一に減衰できる性能を有している ( 2 4 )。しか

し、アクティブ磁気シールドでは磁気シールドの有効エリアが磁気シール

ドルームと比べてとても狭いという問題がある。そのため、磁気シールド

ルームと同等の有効エリアを得るには、磁気シールドルームのおおよそ 10

倍程度のサイズのコイルが必要となる。コイルの強度や建屋の問題も考え

られるため、アクティブ磁気シールド内での磁気センサを移動させる磁気

計測は現実的ではない。このように、現状の磁気センサを移動させる磁気

計測には様々な課題があり、測定対象物の微弱な磁気分布を求める磁気計

測に用いることは難しい。そこで、本研究では測定対象物の微弱な磁気分

布の計測を、磁気センサを移動させて行う磁気計測手法で実現するために

必要な技術について研究を行う。  

1 .3 移動装置の検討  

磁気センサを移動させて行う磁気計測技術を考えるとき、磁気計測とも

う一つの要素が移動のための装置の検討である。移動に用いる装置は空中、

地上、水中と様々考えられるが、どの装置においても課題となるのが、そ

の操作性である。特に空中や水中は三次元での操作が必要となり、一般の

操作用コントローラを使った操縦では熟練した技術が要求される場合が多

い ( 2 5 )。そこで、磁気センサの移動のためだけに、担当者が別途に専門の操
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縦技術を習得せずに済むように、容易な操縦を可能にするコントローラを

検討し、またそのために必要な入力インターフェイスの研究を行う。  

1 .4 本研究の目的  

本研究は地磁気環境下での磁気計測の精度向上と新しい磁気計測システム

の開発を目的とする。これら組み合わせることで、磁気探査装置による不

発弾探査の誤検知の改善だけでなく、新しい磁気計測の実現、計測関連装

置の低コスト化、作業の効率化が可能となる、移動式の磁気計測システム

の開発を行う。そのために必要となる簡易操作可能なコントローラに関す

る技術や、姿勢認識のための画像処理技術など、周辺技術の研究と磁気計

測技術を融合し、新たな磁気計測システム構築に関する研究を行う。  

1 .5 本論文の構成  

本論文では、地磁気環境下での磁気計測精度の向上を行い、微弱な磁気

領域において、磁気センサを移動させながら誰でも容易に計測できる、移

動式の磁気計測システムの開発を目的とする。第 1 章は序論であり背景や

目的を明らかにする、第 2 章では磁気探査装置の磁気センサ部の誤検知問

題の改善を行い、不整地での探査作業の課題について検討する。第 3 章で

は地磁気の環境下において磁気センサを移動させて行う磁気計測システム

を実現するために必要な機能を検討する。この検討に基づき、実験試作機

を製作し実験を行い、特に目標となる磁気計測の精度を達成するために求

められる姿勢情報取得機能の精度について明らかにする。第 4 章では、 3

章で判明した要求性能に基づいて姿勢情報取得システムの開発を行い、姿

勢情報取得システムの性能を確認する。さらにその姿勢情報取得システム

を用いて実現できる移動式の磁気計測システムの性能を確認する。第 5 章

では、移動式の磁気計測システムの移動装置についての検討を行い、移動
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装置の問題点となる容易な操作コントローラ実現のため、フレキシブルな

タッチパネルスイッチの研究開発を行う。第 6 章では 2-5 章の研究を融合

して得られる、移動式の磁気計測システムについて実用性や用途を検討す

る。最後に第 7 章にて今後の課題を示し本研究で得られた成果についてま

とめ論文を締めくくる。  
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第 2 章  フィルタリングを用いた磁気探査装置の不発弾検

出性能の向上  

 

2.1 緒言  

本章では、不発弾探査に用いられる磁気探査装置について研究を行う。

ここでは、磁気探査装置の誤検知問題を各種フィルタリングによる磁気計

測データの解析によって解決を目指す。また、不整地での不発弾探査作業

についての検討を行う。  

2 .2 磁気探査装置の現状と課題  

まず不発弾探査には，電磁誘導方式と差動型の磁気探査方式がある。電

磁誘導方式は検出範囲が約数十 cm と狭いため不発弾探査で部分的に使用

される。差動型の磁気探査方式は検出範囲が 4-6m と広いため，ほとんど

の不発弾探査で差動型の磁気探査方式が使用される。差動型の磁気探査方

式を用いた探査装置は磁気探査装置と呼ばれる。近年の磁気探査装置によ

る不発弾探査の問題として，探査領域に隣接する構造物に使用されている

強磁性体によって頻発する不発弾の誤検知がある  ( 1 )  。磁気探査装置は

4-6m の検出範囲を持つため，隣接エリアからの磁界に反応して出力が増

加し，場合よっては不発弾よりも大きな反応を検出する。その結果，探査

装置は誤った位置に不発弾があると判断してしまい，誤検知が発生する ( 2 )。

この問題を解決するために，複数の差動出力を持つ磁気探査装置を開発し

た ( 3 )。この方法では，複数の差動出力を用いることにより，隣接エリアか

ら生じる磁界の影響を低減している。しかしながら未だに問題点も残され

ており，隣接エリアからの磁界が強い場合や，不発弾の大きさ，距離の違

いによっては検出が困難な場合もある。そこで今回は， 2 つの差動出力の
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差と DOG フィルタリングを用いることによって，不発弾成分を強調し，

不発弾検出精度をさらに向上する方法を提案し，その有効性をシミュレー

ションにより確認する。  

次に、磁気探査装置の運用上の課題を検討する。いまだに磁気探査装置

は測定者が磁気センサ部を携帯し、探査エリアを測定したいラインに沿っ

て歩行することで、探査を行っている。一日数千平方メートルの探査が行

われているが、その歩行距離はかなりのものとなる。なかでも、まだ重機

などが作業に入っていない未開拓の不整地での探査は困難な場合も多い。

特にがれきだらけの荒れ地やぬかるんだ土地においては、徒歩で探査する

ためその作業効率は大幅に低下してしまう。この課題の解決策として移動

装置を用いた磁気探査手法について検討する。  

 

2 .3 誤検知を改善するためのシミュレーション条件の設定  

 図 2-1 は隣接エリアからの磁界の影響を示している。図 2-1 の斜線で示

した部分が，隣接する構造物からの磁界の影響によって誤検知が発生する

領域である。図 2-1 の距離 d は通常 4-6m 程度である。この誤検知エリア

下に不発弾がある場合を想定し，図 2-2 のシミュレーションレイアウトを

設定した。ここでは線形双極子を X 軸 10m の位置に配置する。この線形

双極子は長さ 8m とし，両端にそれぞれ -0 .3  mWb と +0.3 mWb の極を持っ

ている。これを隣接エリアの鉄筋とする。さらに X 軸 11m，鉄筋から Y 軸

距離 2m の位置に長さ 0.4m，両端にそれぞれ -0 .2  mWb と +0.2 mWb の極

を持つ強磁性体を追加する。この強磁性体をテストオブジェクトと呼び，

不発弾とみなす。本研究ではこのレイアウトでシミュレーションを行う。  
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図 2-1 隣接エリアからの磁界の影響  

 

図 2-2 シミュレーションレイアウト図  

図 2-3 磁気探査装置プローブ ( 3 )  
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図 2-3 は磁気探査装置プローブの説明図である。図 2-2 において図 2-3

のプローブをテストオブジェクトから Y 軸距離 2，3，4m で通過させシミ

ュレーションを行う。その際の差動出力 D1(図 2-3 における磁気センサ S1

と S2 の出力の差 )及び D3(図 2-3 における磁気センサ S1 と S3 の出力の差 )

を図 2-4(a) - (c )に示す。図 2-4 において，出力のマイナス値は X 軸のマイ

ナス方向，出力のプラス値は X 軸のプラス方向とする。横軸を X 軸方向の

距離，縦軸を磁束密度とする。図 2-2 に示すように，X 軸方向 11m の位置

にテストオブジェクトを配置している。差動出力 D3 に着目すると，図

2-4(a)では D3 が 11m の位置で出力がピークとなり，テストオブジェクト

を検出できる。しかし，図 2-4(b) - (c )ではピークの位置が 11m と異なって

おり，出力による検出は困難である。従来法は，出力のピーク値があるし

きい値を超えた場合にテストオブジェクトがあると判定するものであり，

判定がシンプルで有効性が高い。しかし，図 2-4(b) - (c )のように Y 軸距離

が大きくなる場合やテストオブジェクトが小さくなる場合に， X 軸方向

11m 位置のピークが減少し検出が困難になる。また，鉄筋からの磁界が強

い場合には X 軸方向 11m 位置のピーク以外の成分が増大し，テストオブ

ジェクトの検出が困難になる。これら問題を解決するため，鉄筋からの磁

界成分による出力を減少させ，テストオブジェクト成分の出力を強調する

手法を研究する。   
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図 2-4 D1 及び D3 の差動出力   

 

( a ) Y 軸 距 離 2m  

 

( b ) Y 軸 距 離 3m  

 

( c )Y 軸 距 離 4m  
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2 .4 提案する手法  

ここでは，鉄筋とテストオブジェクトが複合する差動出力では検出が困

難になる問題を解決するため，鉄筋成分を減らしテストオブジェクト成分

を強調する解析手法の研究を行う。テストオブジェクト成分のみを強調す

るために，図 2-4 の差動出力から鉄筋成分とテストオブジェクト成分の分

離を検討する。  

図 2-5 は，図 2-4(b)と同一の位置関係において，鉄筋のみが存在する場

合とテストオブジェクトのみが存在する場合の差動出力 D3 のシミュレー

ション結果である。図 2-5 では鉄筋の差動出力波形と比べ，テストオブジ

ェクトの差動出力波形の傾きが急峻であることがわかる。ここでは傾きを

比較するためテストオブジェクトの出力の極性を反転させて表示している。

鉄筋はテストオブジェクトよりもプローブから離れた位置にあり，磁界分

布が緩やかになる。これは線形双極子を持つ磁性体の磁界の強さがおおよ

そ距離の二乗の逆比例になるためである ( 4 )。鉄筋の場合は，約 X=6.5m の

地点で差動出力がマイナスのピークとなっており，X=14.5m の地点で差動

出力がプラスのピークとなっており， X=6.5m から 14.5m の間では出力が

直線的に変化している。テストオブジェクトの場合もマイナスのピークか

らプラスのピークまでの間の出力の変化がほぼ直線になっている。言い換

えると，この間では X 軸方向の磁場勾配は一定といえる。  
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図 2-5 図 2-4(b)の個別 D3 差動出力  

 

 

図 2-6 磁気の勾配と差動出力の関係  

次に，図 2-3 のプローブが一定の磁場勾配下にある場合の差動出力 D1，

D3 の関係を図 2-6 に表す。図 2-6 では D1=S1-S2(25nT)，D3=S1-S3(100nT)

であり，一定の磁場勾配下では D1：D3=25:100=1： 4 となる。つまり，一

定の磁場勾配下では D3 は D1 の 4 倍の値を示す。  

このことから，我々は鉄筋に起因する緩やかな変化を取り除くために，新

たに DOD 関数 (差動出力の差： Difference of  Di f ference)を定義する。式
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(2 .1)に DOD 関数を示す  

𝐷𝑂𝐷(𝑥) = 𝐷3(𝑥) − (4 ∙ 𝐷1(𝑥))   (2 .1)  

図 2-4(a) - (c )の差動出力をこの DOD 関数で演算することによって，鉄筋成

分を減らした分布が生成される。（結果は <2.5.1>節で示す。）  

次に，その分布からさらにテストオブジェクト成分のみを強調するため

のフィルタリングを検討する。次の図 2-7 は図 2-4(a)から鉄筋成分を取り

除き，テストオブジェクト単体の差動出力で得られた D1，D3 を，式 (2 .1)

の DOD 関数で演算した結果である。図 2-7 に示す DOD 関数による演算結

果は，画像処理分野でエッジ強調に使用される DOG 関数 (Di f ference of 

Gaussian)と類似した分布となっている。そこで、今回のシミュレーショ

ンでは DOG 関数を用いてテストオブジェクト成分の強調を行うこととす

る。式 (2 .2)に DOG 関数を示す ( 5 )。  

𝐷𝑂𝐺(𝑥) = 𝐴{𝐺1(𝑥) − 𝑄 ∙ 𝐺2(𝑥)}   (2 .2)  

𝐷𝑂𝐺(𝑥) = 𝐴{𝑒𝑥𝑝 (−
𝑥2

𝜎𝑒
2) − 𝑄 ∙ 𝑒𝑥𝑝 (−

𝑥2

𝜎𝑖
2)}  

図 2-8 に DOG 関数の波形分布を示す。なお，この図では図 2-7 の出力

波形に合うように A,Q,𝜎𝑒 , 𝜎𝑖 の値を設定している。本章では， DOD 関数で

演算された分布を，DOG 関数で畳み込み積分する (DOG フィルタリングと

呼ぶ )。それによって，テストオブジェクト近傍の変化の大きい波形はより

強調され，周囲の緩やかな部分は押さえられた分布が抽出されると見込ま

れる。その結果は <2.5 .2>節に示す。  
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図 2-7 テストオブジェクト成分を DOD 関数で演算  

(Y 軸距離 2m)  

 

図 2-8 DOG 関数 (𝐴 = 1.2, 𝑄 = 0.6, 𝜎𝑒 = 3, 𝜎𝑖 = 6) 

 

2 .5 フィルタリングによる演算実験  

2 .5 .1   DOD 関数フィルタリングによる結果と考察  

図 2-9(a) - (c )は図 2-4(a) - (c )を DOD 関数で演算した結果である。図 2-4

と図 2-9 を比較すると，図 2-4(a)の D3 波形と図 2-9(a)の波形ともにテス

トオブジェクトのある位置 X=11m で波形の出力がピークとなっている。

しかし，図 2-4(b)の D3 の波形を見ると， X=15m の位置の出力が X=11m
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ってテストオブジェクトの位置 X=11m のピークが上回っている。しかし，

図 2-9(c)  Y 軸距離 4m においては，テストオブジェクト成分のピークは，

その周囲より小さくなった。これは，テストオブジェクトの Y 軸距離が 3，

4m と離れることで，テストオブジェクトの磁界も距離の二乗の逆比例で

緩やかになるためと推測される。  

次にさらに過酷な条件として，図 2-2 において鉄筋の両端にそれぞれ -0 .6  

mWb と +0.6 mWb の極を持たせ，鉄筋からの磁界が 2 倍になった場合の差

動出力を DOD 関数で演算した結果を図 2-10 に示す。図 2-10(b)では図

2-9(b)と比べてテストオブジェクト成分 X=11m のピークは鉄筋成分より

小さくなり，検出が困難になった。以上の結果から， (1)  テストオブジェ

クトとプローブの距離が離れる (Y 軸距離が大きくなる )場合と，(2)  鉄筋か

らの磁界が強くなる場合は，DOD 関数によって得られた波形からテストオ

ブジェクトの位置を特定できていないことがわかる。  
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図 2-9 D1 及び D3 差動出力の DOD 関数演算結果  

 

 

( a ) Y 軸 距 離 2m  

 

( b )  Y 軸 距 離 3m  

 

( c )  Y 軸 距 離 4m  
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図 2-10 D1 及び D3 差動出力の DOD 関数演算結果  

(鉄筋の磁界の強さ 2 倍 )  

 

( a ) Y 軸 距 離 2m  

 

( b )  Y 軸 距 離 3m  

 

( c )  Y 軸 距 離 4m  
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2 .5 .2 DOD 関数と DOG 関数フィルタリングによる結果と考察  

次にテストオブジェクト成分を強調するため，DOG フィルタリングを行

う。図 2-11(a) - (c )は図 2-8 の DOG 関数を用いて，図 2-9(a) - (c )の出力波形

と畳み込み積分を行った結果である。図 2-9(a) - (c )と比べて図 2-11(a) - (c )

では，テストオブジェクトのある X=11m 近傍の出力が強調され，その周

囲の成分は減少していることが確認できる。図 2-9(c)ではテストオブジェ

クトの位置の出力が周囲より小さくなっていたが，図 2-11(c)ではテストオ

ブジェクト位置の出力が周囲を上回った。  

次に，鉄筋からの磁界が 2 倍になった場合の DOG フィルタリング効果を

確認する。図 2-12(a) - (c )は図 2-8 の DOG 関数を用いて，図 2-10(a) - (c )の

出力波形と畳み込み積分を行った結果である。図 2-10(b) - (c )ではテストオ

ブジェクトのある X=11m 近傍の出力が周囲成分より小さくなっていたが，

図 2-12(b) - (c )では X=11m 近傍の出力が周囲の成分を上回った。この結果，

テストオブジェクトからプローブまでの距離が離れる場合 (図 2-11)や，鉄

筋からの磁界が強くなる場合 (図 2-12)でも，DOG フィルタリングによって，

テストオブジェクトのある位置の出力がその周囲出力を上回ることがわか

った。  
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図 2-11 DOG フィルタリング結果   

 

( a )  Y 軸 距 離 2m  

 

 ( b )  Y 軸 距 離 3m  

 

( c )  Y 軸 距 離 4m  
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図 2-12 DOG フィルタリング結果  

(鉄筋の磁界の強さ 2 倍 )   

 

( a )  Y 軸 距 離 2m  

 

( b )  Y 軸 距 離 3m  

 

( c )  Y 軸 距 離 4m  
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次に図 2-2 において，テストオブジェクトの大きさを 1.5m に変更した

場合の DOG フィルタリングの効果を確認する。この際 1.5m のテストオブ

ジェクトには， Y 軸距離 2m において 0.4m のテストオブジェクトと同等

の磁界分布となるように，両端に -0 .055 mWb と +0.055 mWb の極を持た

せた。図 2-13(a) - (c )はその際の差動出力を DOD 関数で演算した結果であ

る。図 2-13(c)では，図 2-9(c)と同様にテストオブジェクト成分のピーク値

が周囲より小さくなっている。  

次に図 2-13(a) - (c )に図 2-8 の DOG 関数を用いてフィルタリングを行った

ものが図 2-14(a) - (c )である。テストオブジェクトの大きさが変わってもテ

ストオブジェクト成分のピークが周囲成分を上回った。しかし，テストオ

ブジェクト成分のピーク値は，図 2-9(a)から図 2-11(a)で 1.92 倍となって

いる。これに対して，図 2-13(a)から図 2-14(a)では 1.66 倍と強調効果が

低下した。これは，テストオブジェクトのサイズが 0.4m から 1.5m に大き

くなったにも関わらず，DOG 関数の分布の広がりを変更していないためで

ある。  
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図 2-13 D1 及び D3 差動出力の DOD 関数演算結果  

(テストオブジェクトの大きさ  1.5m) 

 

( a )  Y 軸 距 離 2m  

 

( b )  Y 軸 距 離 3m  

 

( c )  Y 軸 距 離 4m  
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図 2-14 DOG フィルタリング結果  

(テストオブジェクトの大きさ  1.5m) 

 

( a )  Y 軸 距 離 2m  

 

( b )  Y 軸 距 離 3m  

 

( c )  Y 軸 距 離 4m  
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そこで，図 2-15 に示すように，1.5m のテストオブジェクトの Y 軸距離

2m に合わせて，DOG 関数の広がりを変更した。図 2-16 は図 2-13(a) - (c )  を

図 2-15 の DOG 関数を使用して畳み込み積分を行った結果である。図

2-14(a)ではテストオブジェクト成分のピークが図 2-13(a)から 1.66 倍にな

ったが，図 2-16(a)では 2.61 倍となった。図 2-14 と図 2-16 の結果から，

テストオブジェクトの大きさ，位置，に合わせて DOG 関数を最適化する

ことでフィルタリングの効果が変わることが確認できた。逆に言えば，最

適なフィルタサイズを見つけることによって，テストオブジェクテストの

サイズを推定できる可能性がある。これについては今後さらに検討する必

要がある。  

 

 

図 2-15 DOG 関数 (𝐴 = 0.58, 𝑄 = 0.29, 𝜎𝑒 = 6, 𝜎𝑖 = 12) 
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図 2-16 図 2-15 の DOG 関数による DOG フィルタリング結果  

(テストオブジェクトの大きさ  1.5m)   

 

( a ) Y 軸 距 離 2m  

 

( b ) Y 軸 距 離 3m  

 

( c )Y 軸 距 離 4m  
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2.6 不発弾検出性能の向上のまとめ  

 ここまで，異なる距離で構成された複数の差動出力を持つ磁気探査装置

の探査能力の向上を提案した。本手法では磁気探査装置の差動出力 D1，

D3 に対し， DOD 関数による演算を行い、これによって得られた結果に，

DOG 関数を用いてフィルタリングした。この手法を用いて，隣接エリアか

らの磁界の影響による誤検知エリア下において，従来は検出できなかった

不発弾を検出できた。従来法では距離 2m でしか検出できなかった不発弾

が、距離 4m で検出できた。これにより，本手法による磁気探査装置の探

査能力の向上が確認できた。都市部での誤検知の頻度を軽減するために、

本手法による解析が有効であるといえる。  

2.7 不整地での探査作業  

 ここからは、磁気探査装置の運用における問題点を検討する。前述のとおり、

磁気探査装置は測定者が磁気センサ部を携帯して歩行することで、探査を行っ

ている。この計測作業手法に対し自動化を進めることで作業負荷の軽減を検討

する。ここでは、ドローンなどに代表される空中を移動する装置に、磁気探査

装置の磁気センサ部を搭載することを考える。この磁気センサ部は地磁気の中

を携帯して移動する際に、地磁気の影響による測定値の変化を防ぐため、複数

の磁気センサで構成されている。複数の磁気センサを同軸上に配置し、その出

力の差分を取ることで地磁気環境下での移動伴う測定値の変化の影響を取り

除いている。なお、複数の磁気センサは最大 1～ 2m の棒状プローブの両端に

配置される。そのうえで、このプローブの両端の磁気センサは同軸上にある必

要がある。この棒状プローブが振動などでゆがむと、地磁気を打ち消せなくな

り、大きなノイズが発生する。そのため、ゆがまない強度を持つ非磁性材で構
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成される必要がある。積載量が限られた空中を移動するドローンなどにおいて、

自重や振動でゆがまないほどの強度を持つ 1～ 2m の棒状の物体を搭載するの

は、その大きさと重さが大きな問題になる。そこで、本研究では地磁気の環境

下で地磁気の影響を取り除くための差動用磁気センサの必要ない、単一の磁気

センサによる移動式の磁気計測システムを検討する。単一の磁気センサを搭載

した移動装置を用いて、地磁気の環境下で移動した際に地磁気による計測値の

変化を取り除くことができれば、磁気センサによる不発弾探査などの磁気分布

計測が可能になる。このような装置を開発できれば、磁気探査装置の移動装置

に棒状プローブを搭載する必要がなくなり、不整地などでの磁気計測に利用で

きる、移動式磁気計測システムの実用化が検討できる。また、この装置を利用

して、不発弾だけでなく様々な測定対象物のもつ磁気分布の計測を、磁気セン

サを移動させて効率的に実施することが可能になる。  
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2 .8 結言  

本章では、地磁気環境下で不発弾探査に用いられる磁気探査装置を用い

た磁気計測について研究を行った。磁気探査装置の磁気センサ部の誤検知

問題の解決と、不整地での作業負荷の軽減ついて検討を行った。磁気セン

サを使った磁気探査装置による不発弾探査の問題として，都市部再開発時

の誤検知の問題と、郊外の不整地での作業効率の問題がある。誤検知につ

いては不発弾探査のデータの分析を進め DOD 関数と DOG 関数を用いたフ

ィルタリング等を行い、隣接エリアからの磁界の影響による誤検知エリア

下において，従来検出できなかった不発弾を検出できた。次に不整地での

不発弾探査の自動化について検討を行った。ここでは、単一の磁気センサ

を搭載した移動装置を用いて、地磁気の環境下で移動した際に地磁気によ

る計測値の変化を取り除くことができれば、移動しながらの磁気分布計測

が実現できると結論付けた。そこで、本研究では不発弾などの測定対象物

の微弱な磁気分布を、単一の磁気センサを移動させて行う磁気計測で実現

するために必要な技術について研究を行う。  
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第 3 章  レーザによる測位を利用した移動式磁気計測手法

の検討と分析  

 

3.1 緒言  

測定対象物の微弱な磁気分布を求めるため、磁気センサを移動させる磁気

計測手法を行う際に問題となるのが、地磁気である。地球上での磁気計測にお

いて、地磁気は確実に存在し無視できない存在である。三軸磁気センサを地磁

気内に設置し静止させたとき、磁気センサは地磁気の X,Y,Z 軸成分を検知する。

この三軸成分を合成したものが全磁力である ( 1 )。このとき、地磁気環境下で磁

気センサを傾けると、全磁力は変化しないが、X,Y,Z 軸の各成分は大きく値が

変化する。そのため、不発弾探査では磁気センサを差動で使用して、この影響

を除去している。しかし、本研究では単一の磁気センサを用いて地磁気の影響

を除去できる移動式磁気計測システムの実現を目指す。このシステムであれば、

不発弾などの測定対象物がもつ磁気分布を、単一の磁気センサを移動させなが

ら得られるため、磁気探査装置の簡素化や動かすことが難しい大きな測定対象

物の磁気計測が可能になる。本章では、移動式磁気計測システムの具体的検討

を行う。  

3.2 移動式磁気計測手法の検討  

移動式磁気計測手法を検討するにあたり、まず図 3-1 に磁気センサを移動さ

せない測定の手法を示す ( 2 )。なお、この手法では移動装置や治具が鉄や鋼とい

った強磁性材料で構成される場合、磁気計測に誤差が生じる。そこで、これら

は非磁性材料で設計される必要がる。そのため、対象物が人に運べない程度に

大きく重くなると、移動装置の設計に際して強度やコストといった様々な問題

が発生する。前述のように地磁気内で磁気センサの姿勢が変化すると、 X,Y,Z
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軸の各出力は大きく変化する。ここで、磁気センサの姿勢とはＺ軸の重力方向

からの傾きと、X,Y 軸の磁北 ( 3 )に対する角度で表される。通常の磁気分布計測

では図 3-1 に示すように磁気センサを固定して、測定対象物を移動させて磁気

計測を行っている。磁気センサが動かなければ、地磁気の X,Y,Z 軸の各出力

は変化しないため、計測値から地磁気分を差し引きすることで測定対象物

の持つ磁気分布が得られる。上記から、磁気センサを移動させた際、移動前

と移動後で磁気センサの姿勢が変化しなければ、磁気センサの X,Y,Z 軸の各出

力は変化しないことがわかる。つまり、磁気センサを固定した場合と同等の磁

気計測が可能となる。しかし、操作者の感覚だけで姿勢を変化させず磁気セン

サを移動させることは通常は困難である。そこで本章では、磁気センサの姿勢

情報を取得するシステムについて研究を行い、仮に姿勢に変化がある場合でも、

姿勢情報から実測値に対し補正演算を行い、センサを固定している場合と同様

の計測値を得る技術を研究する。そのために必要となる姿勢情報を取得するた

めの光学装置について検討、実験を行い、目標とする磁気計測精度に必要とな

る光学装置の性能を明らかにする。  

 

図 3-1 磁気センサを固定して行う磁気計測手法  
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3.3 目的とする移動式磁気計測の精度  

ここでは目標とする磁気計測の精度を検討する。近年様々な測定対象物

の磁気分布計測が求められているが、特に問題があるものが人の力で動か

せないような大きな測定対象物の計測である。このようにサイズが大きい

測定対象物の場合、移動させること自体が難しくなり、磁気センサを固定

する既存手法での測定も困難な状況である。そのため、多くの企業はサイ

ズが大きい測定対象物の場合、専用の設備のある専門業者に計測を依頼す

る等の対策が必要となっている。この大きなサイズの測定対象物の磁気測

定の代表的な事例が、 IATA（国際航空運送協会）の Dangerous Goods 

Regulations で定められる航空貨物の磁気測定である。航空貨物が航空機

のコンパスに影響を及ぼす磁性体を判定するための、磁気測定の基準と許

容値が定められている。ここでは、貨物から 2.1ｍの距離にて、磁束密度

が 525nT 以下であることが定められている。そのために、磁性体を使用し

た内容物を含む航空貨物は、必ず磁気計測が必要となっている ( 4 - 5 )。多く

の製造メーカは航空機で輸送するような製品を開発する際、前述の問題等

により、製品の磁気計測を専門業者に外注している。製品種類が少数、頻

度が少ない製造メーカの場合は問題ないが、種類や個数が多い場合は製造

メーカにとって磁気測定の外注費は大きな負担となっている。特に、製品

のオプショナルパーツが豊富な場合や、毎回特注仕様に対応するような装

置の場合、頻繁に磁気測定を依頼しなければならなくなる。  

このような問題も移動式磁気計測システムを開発することで解決でき

る。提案する磁気計測システムでは磁気センサを移動させて磁気計測を行

えるため、測定対象物の大きさや重さに関係なく、様々な対象物の磁気計

測を行うことが可能となる。上記の 2.1m において 525nT 以下という航空
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貨物の基準測定を実現するため、今回研究する手法では分解能 10ｎ T の移

動式磁気計測システムの実現を目標とする。  

3 .4 提案する手法  

 目標とする 10nT の分解能を持つ移動式磁気計測システムの実現のため、

必要となるシステムについて検討を行い、さらに補正演算式について明ら

かにする。  

 提案する新しい磁気計測の手法は、移動する磁気センサの姿勢情報を取

得し、その姿勢情報から実測した磁気計測データに補正を加える手法であ

る。図 3-2 に、提案する移動式磁気計測手法の概略図を示す。  

 

 

図 3-2 移動式磁気計測手法の概略図  

提案する手法では、水準器センサ、レーザ、画像処理を組み合わせて、磁

気センサの姿勢情報を取得する。磁気センサの姿勢情報はＺ軸の重力方向か

らの傾きと、X,Y 軸の磁北に対する角度で表される。この X,Y 軸の磁北に対す

る角度を回転角と呼ぶ。磁気センサの水平を水準器センサで保つことによ

り、 Z 軸の姿勢は移動の前後で変化しない。これにより、磁気センサの Z
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軸出力は移動の前後で同じ値となる。さらに、地磁気の磁北に磁気センサ

の X 軸方向を合わせる。これにより X 軸の磁束密度は Em となり、Y 軸の

出力は 0 になる。 Em とは地磁気の X 軸成分と Y 軸成分の合成値であり、

その磁束密度は日本国内ではおおよそ 30000nT 程度となる。この状態を

X,Y 軸の磁北に対する回転角 0 度とし、その X,Y 軸の出力値を記録する。  

 この状態から磁気センサを移動させて磁気計測を行う。移動後に磁北か

ら磁気センサが何度回転したか画像処理技術等を利用し正確に取得する。

この姿勢情報を用いて移動後に計測した値を補正演算し、姿勢が変化して

いない場合と同等の値に補正する。この補正演算は以降の式で表される。

ここではまず、測定対象物を設置しない条件で考える。事前に記録した移

動前の地磁気の X 軸成分と Y 軸成分の合成値 Em は次の式 (3 .1)となる。  

𝐸𝑚 = √𝐸𝑥
2 + 𝐸𝑦

2    (3 .1)  

ここで、磁気センサの各軸出力と回転角との関係を図 3-3 に示す。移動式

磁気計測システムは磁北から回転角 ±数度の範囲内での運用を想定してい

るが、わかりやすくするため図では ±15 度の回転角の場合で表している。

なお、磁気センサは X 軸方向を磁北方向に合わせているため、磁気センサ

の移動前の回転角は 0 度となり  𝐸𝑥 = 𝐸𝑚 , 𝐸𝑦 = 0となる。磁気センサの

移動後に、磁気センサの回転角が θ𝑟ずれた場合に計測される X,Y 軸成分を  

𝐸𝑥𝑑 ,  𝐸𝑦𝑑 とし、その合成値  𝐸𝑚′ は式 (3 .2)となる。  

𝐸𝑚′ = √𝐸𝑥𝑑
2 + 𝐸𝑦𝑑

2   (3 .2)  

さらに  𝐸𝑥𝑑 ,  𝐸𝑦𝑑 から現在の磁気の方向  θ𝑑 を式 (3 .3)で求める。  

θ𝑑 = tan−1 (
𝐸𝑦𝑑

𝐸𝑥𝑑
)   (3.3)  
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これらを使い姿勢変化していない場合の  𝐸𝑥 , 𝐸𝑦 と等しくなるよう

補正を行い、補正後の X,Y 軸成分  𝐸𝑥𝑑′ , 𝐸𝑦𝑑′ を求める。これは次の式

(3 .4)(3 .5)で表される。ここで  θ𝑟 に  θ𝑑 を加算することで、姿勢が変

化していない場合の  𝐸𝑥𝑑′ , 𝐸𝑦𝑑′ の値を求めることができる。なお、移動

式磁気計測システムでは磁北からの回転角を ±数度以内でかつ、地磁気以

下での磁気計測を想定しているため、 𝐸𝑥 の値はマイナスを取らないとし

て考える。  

𝐸𝑥𝑑′ = 𝐸𝑚′ × cos(θ𝑟 + θ𝑑)   (3.4)  

𝐸𝑦𝑑′ = 𝐸𝑚′ × sin(θ𝑟 + θ𝑑)   (3.5)  

ここで、任意の磁束密度を持つ測定対象物がある場合、任意の磁束密度の

X,Y 軸成分  𝐸𝑥𝑡 ,  𝐸𝑦𝑡 は次の式 (3 .6)(3 .7) になる。  

𝐸𝑥𝑡 = 𝐸𝑥𝑑′ − 𝐸𝑚    (3 .6)  

𝐸𝑦𝑡 = 𝐸𝑦𝑑′ − 𝐸𝑚    (3 .7)  

このように、姿勢情報による補正を加えることで磁気センサの姿勢がずれ

た場合にも、測定場所における X,Y,Z 各軸の磁気成分を正確に計測するこ

とが可能となる。  
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図 3-3 X,Y 軸の磁気センサと回転角との関係  

3 .5 目測による回転角の取得実験  

ここでは本章で行う実験について説明する。まず、本研究では磁気セン

サの姿勢情報を取得し、これを用いて移動式の磁気計測システムを構築す

ることを目的としている。磁気センサの姿勢とはＺ軸の重力方向からの傾き

と、 X,Y 軸の磁北に対する回転角で表される。水平を水準器センサで保つこ

とにより、磁気センサの Z 軸出力は移動の前後で同じ値に保つ。 X,Y 軸の

回転角は基準ライト、カメラ映像による画像処理等の技術を使用して求め

ることを想定している ( 6 )。    

これらを踏まえ、本章ではこの回転角を求める手法について研究を行う。

回転角の精度と磁気計測の精度の関係性について研究することで、画像処

理等で得られる姿勢情報に要求される精度と機能を明らかにすることがで

きる。これにより、高精度の移動式の磁気計測システムを実現するために

必要となる姿勢情報を入手するための機能と精度を明らかにすることがで

きる。そしてこの実験で検討、確認した回転角度の精度から、最終的に磁
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気センサ移動方式の磁気計測において実現できる精度を求める。  

実際の実験は、図 3-4 で示される構成で行うこととする。磁気センサと

レーザ距離計を同一のターンテーブルに設置し、テーブルを回転させて、

ターゲットボードに対して磁気センサに任意の回転角を与える。この回転

角は、図 3-5 で示すようにターゲットボードのスケールに照射されたレー

ザ光を目視で判断し求める。図 3-4 に示すようにターゲットボードと磁気

センサ間の距離を D、レーザ光がスケール上を移動した距離を Dr とし目

測で読み取る。これにより、任意の回転角  θ𝑟 は次の式 (3 .8)で求める。  

θ𝑟 = tan−1 (
𝐷𝑟

𝐷
)    (3 .8)  

この時の回転角  θ𝑟 をターゲットボードと磁気センサ間の距離 D を変

えながら与える。この回転角をもとに、計測した地磁気の磁気データを補

正演算する。この目視で求めた回転角での補正データと、理論値から求め

た補正データを比較し、目視での補正による精度を求める。この目視部分

を画像処理の性能に置き換えることで、実際に必要となる画像処理による

回転角認識の性能を明らかにできる。なお、今回は地磁気データに補正を

加えて、補正の誤差を判断することとし、ターゲット側に変動磁気は持た

せていない。また、磁気センサの垂直水平はターンテーブル上の水準器を

使用して確保する。回転角度の 0 度判定はターンテーブル上に平行に配置

した二つのレーザ距離計が出力するターゲットボードとの距離を一致させ

ることで確保し、それを磁北に合わせて X 軸方向とする。今回の実験環境

は、地磁気が一様に分布し、なおかつ車両や架線電流などによる変動磁気

が少ない場所で実施する ( 7 )。次の図 3-6 に実際に実験で使用した器具類等

の写真を示す。  
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図 3-4 実験に用いた移動式磁気計測手法の概略図  

 

図 3-5 ターゲットボードのスケールに照射されたレーザ光  

 

図 3-6 実験器具  
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3 .6 目測による回転角の取得実験結果と考察  

ここでは、実測し取得した目視による回転角毎の磁気計測データと、理論

値で与えられる磁気データとを比較し、補正演算及び磁気計測の精度誤差

を求める。図 3-4 及び図 3-6 で示した機器構成において、実際に磁気セン

サを移動させて磁気計測を行い、実測した回転角補正前の磁気計測データ

を以下の表 3-1 に示す。表 3-1 の磁気計測では、磁気センサの X 軸を磁北

の方向に合わせている。そのため、回転角 0 度における地磁気の磁束密度

の X,Y 軸成分は 𝐸𝑥𝑑 = 33080𝑛𝑇 ,  𝐸𝑦𝑑 = 0𝑛𝑇 である。また、磁気センサの水

平を水準器センサで保つことにより、移動の有無にかかわらず Z 軸の磁気

計測データは変化していない。磁気センサには分解能 10nT のエムティア

イ社製 FM-385 を使用している。レーザ距離計はライカ社製の RA100 を使

用し、磁気センサ、レーザ距離計は樹脂製のターンテーブル上にアルミフ

レームを介して設置している。表 3-1 の実測による磁気計測データに対し

て理論値による磁気計測データを表 3-2 に示す。各回転角度における、表

3-1 と表 3-2 の磁気データの差が本実験の目測による磁気計測データ補正

の精度である。表 3-3 は式 (3 .2) - (3 .5)を使用して、表 3-1 の実測した磁気デ

ータを補正演算した結果である。表 3-3 から実測した磁気計測データがタ

ーゲットボードと磁気センサ間の距離を D が 2000mm において 13nT の

範囲で補正できることが分かる。これが、目測による回転角認識による移

動式磁気計測の精度となる。なお、距離 D が 5000mm 以上のデータにおい

ては、ターゲットボードのスケールの読み値が本実験の最小値 0.01 度でも

1mm 程度確保されるため、目測誤差はほぼ発生していない。そのため、補

正後の誤差はそのほとんどが磁気センサの性能に依存している。  
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表 3-１  各回転角で実測した磁気計測データ  

磁気センサ  目測によって設定した各回転角の磁気計測データ  

距離  軸  0 . 0 1 °  0 . 0 5 °  0 . 1 °  0 . 5 °  1 . 0 °  

2 0 0 0m m  

X 33080nT  33080nT  33080nT  33080nT  33070nT  

Y  10nT  30nT  60nT  290nT  590nT  

5 0 0 0m m  

X 33080nT  33080nT  33080nT  33080nT  33070nT  

Y  0nT  20nT  50nT  280nT  580nT  

1 0 0 0 0m m  

X 33080nT  33070nT  33070nT  33080nT  33070nT  

Y  0nT  20nT  50nT  280nT  570nT  

2 0 0 0 0m m  

X 33080nT  33080nT  33080nT  33080nT  33080nT  

Y  0nT  30nT  60nT  290nT  580nT  

表 3-2 各回転角の磁気計測データの理論値  

磁気センサ  各回転角の磁気計測データの理論値  

距離  軸  0.01°  0 .05°  0 .1 °  0 .5 °  1 .0 °  

各距離  
X  33080nT  33080n

T 

33080nT  33079nT  33075nT  

Y  6nT  29nT  58nT  289nT  577nT  

表 3-3 各回転角の補正後の磁気計測データ  

磁気センサ  各回転角の補正後の磁気データ  

距離  軸  0.01°  0 .05°  0 .1 °  0 .5 °  1 .0 °  

2 0 0 0m m  
X 33080nT  33080nT  33080nT  33081nT  33075nT  

Y  4nT  1nT  2nT  1nT  13nT  

5 0 0 0m m  
X 33080nT  33080nT  33080nT  33081nT  33075nT  

Y  -6nT  -9nT  -8nT  -9nT  3nT  

1 0 0 0 0m m  
X 33080nT  33070nT  33070nT  33081nT  33075nT  

Y  -6nT  -9nT  -8nT  -9nT  -7nT  

2 0 0 0 0m m  
X 33080nT  33080nT  33080nT  33081nT  33085nT  

Y  -6nT  1nT  2nT  1nT  3nT  
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表 3-4 地磁気環境下での Dr の誤差による磁気計測の精度  

磁気センサ  目測による Dr の誤差毎の磁気計測精度  

距離  軸  ±  0 .3mm  ± .0 .8mm  ±  1 .0 mm ±  1 .2 mm 

2000mm  Y  ±  4 .9nT  ±  13 .2nT  ±  16 .5nT  ±  19 .8nT  

 

 

図 3-7 Dr 誤差±0.8mm 時の補正後 Y 軸データの誤差範囲と距離

2000mm 時の補正後 Y 軸磁気データの関係  

次に、これらの結果から Dr に対する目測による読み取り誤差を分析する。

この性能を明らかにすることで、本論文の目的である移動式磁気計測シス

テムが姿勢情報取得システムに要求する精度を明らかにできる。表 3-4 に

Dｒの誤差毎の磁気計測の精度を示す。これは式 (3 .8)の Dr に任意の誤差範

囲を与えて表 3-1 の磁気計測データを補正した場合の磁気計測の誤差範囲

の結果である。目測による姿勢情報の入手手法において、式 (3.8)からもわ

かる通り距離 D が小さいほど Dｒの誤差による磁気計測への影響は大きく

なる。そのため、表 3-4 では D が最小となる 2000mm の場合のデータで評

価を行っている。図 3-7 に Dr の誤差と磁気計測データの精度のグラフを示

す。  
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今回の実験では磁気計測の精度が距離 2000mm の際に ±13nT 程度であっ

たことから、本章の目測による Dｒの読み取り誤差は ±0.8mm であるとわ

かる。さらに表 3-4 の Dｒの読み取り誤差が ±0.3mm の際、磁気計測精度

が ±4.9nT となる。この精度は測定対象物が存在しない条件であり、地磁気

のみに対する精度となる。本研究では地磁気以下の磁気計測を目的として

いるため、測定対象物の持つ磁気は地磁気以下を想定している。そのため、

ここでの磁気計測の計測範囲は最大で地磁気の 2 倍となる。地磁気の 2 倍

の磁気が存在する環境では、磁気計測の精度は ±4.9nT×2 となり約 ±10nT

の精度となる。つまり ±0.3mm 程度の読み取り性能を持つ光学装置であれ

ば、地磁気以下の磁気を持つ測定対象物に対して、磁気計測精度 ±10nT を

持つ移動式磁気計測が実現できることが分かる。   
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3 .7 結言  

本章では、地磁気の環境下において磁気センサを移動させて行う磁気計

測システムを 10nT 以下の分解能で実現するために必要な機能の検討と評

価を行った。姿勢情報を取得し、磁気計測データを補正する移動式磁気計

測システムの検討を行い、その手法を提案した。次に、姿勢情報を取得す

る装置に要求される性能を明らかにする実験を行った。今回の試作機の目

測による姿勢情報の取得では、 ±0.8mm の読み取り性能であることが分か

った。この結果から、距離 2000mm において ±0.3mm 以下の測位能力を持

つ光学装置であれば、分解能 10nT での磁気計測が可能との知見を得た。  
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第 4 章  姿勢情報取得システムの開発と移動式磁気計測シ

ステムの評価  

 

4.1 緒言  

本章では第 3 章で明らかにした姿勢情報に必要な精度をもとに、新たに

姿勢情報取得システムを検討、開発する。実際に試作機を製作し姿勢情報

取得システムの性能を評価、確認する。さらにその姿勢情報取得システム

を用いて実現できる移動式の磁気計測システムの性能を確認する。  

本論文では分解能 10ｎ T で計測が可能な磁気計測システムの実現を目標

としている。その理由については前述のとおり移動式磁気計測がとても有

効で需要もあると考えられる IATA（国際航空運送協会）の Dangerous 

Goods Regulations で定められる航空貨物の磁気測定を基にしている。こ

こでは、貨物から 2.1m の距離にて、磁束密度が 525nT 以下であることの

確認が定められている。この航空貨物の磁気計測を、提案する移動式磁気

計測システムで実現することを第一目標にして、本章を進める。  

4.2 姿勢情報取得システムの検討  

 ここでは、磁気センサの姿勢情報を取得するために適したセンサや手法

の検討を行う。この結果に基づき試作機を製作し性能評価を行う。  

第 2 章で述べた通り、磁気センサを移動させた際に姿勢に変化がなけれ

ば、磁気センサを固定する手法と同様の磁気計測が可能となる。そのため

には、磁気センサの姿勢を正しく測る必要がある。姿勢情報を取得するセ

ンサには様々な種類があるが、本研究では磁気計測を目的としているため、

姿勢情報を得る手法として磁気センサによる情報を使用することはできな

い。磁気センサは市販されている一般的な姿勢測位センサである 6 軸、 9
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軸センサに採用されるなど、有力な姿勢情報入手用センサである ( 1 )。しか

し、その仕組みは磁気センサによる電子コンパス ( 2 )であり、測定対象物の

持つ磁気が姿勢情報を取得するための磁気センサにも影響し、磁気計測に

おいては正しい姿勢情報を得ることができない。そのため、今回の手法で

は、姿勢情報を、磁気センサを用いずに取得する。近年、半導体レーザや、

レーザ距離計、CCD カメラなど、光学装置を構成するのに必要となる各種

機器において、大変安価で高性能な素子やセンサが登場している ( 3 )。これ

らの利用を考え、本章では光学装置での姿勢情報の取得を検討する。この

光学装置を使用して磁気センサ移動後の姿勢情報を得ることで、磁気セン

サを移動させて磁気計測を行う移動式磁気計測システムの実現を目指す。  

4.3 提案する姿勢情報取得システムの手法  

本章では、光学装置を使って磁気センサの姿勢情報を取得する。第 2 章でも

示したように、光学装置は主にレーザと画像処理用のカメラ、の組み合わせで

構成される。ここで、図 4-1 にセンサを固定する磁気計測手法と、磁気センサ

を移動する磁気計測手法の概略図を示す。図 4-1(b)に示すように磁気センサ側

に姿勢情報取得機能を持たせ、測定対象物側には測位の基準となるリファレン

スマーカを配置する。磁気計測時の磁気センサの移動は、図 4-1(b) -1 の場

合は対象物に向かって計測する。図 4-1(b) -2 の場合は測定対象物と平行に

移動し計測する。いずれの場合も、図 4-1(a)のように測定対象物を動かす

代わりに磁気センサをリファレンスマーカに向かって移動させる。  
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図 4-1 センサを固定する磁気計測手法と、磁気センサを移動する磁気計測手

法の概略図  

 

次に、具体的にリファレンスマーカと光学装置について考える。姿勢変

化を取得する光学装置の詳細を図 4-2 に示す。  (a)磁気センサを移動させ

た際、磁気センサの水平を (b)水準器センサで保つことにより、Ｚ軸成分は

移動の前後で同じ値にできる。ここで、水準器センサにはタジマ社製レー

ザ墨出し器 ZERO-KJY、照射ライン精度 0.81mm/10m を使用する。リフ

ァレンスマーカに設置した水準器用ラインに水準器のラインを合わせるこ

とで、磁気センサを水平に保つ。リファレンスマーカから磁気センサ間の

距離 2m において 10 回の水平調整を実施しその結果を表 4-1 に示す。この

表から磁気センサの Y 軸成分の磁束密度が 1nT 以下の誤差範囲内であるこ

とが確認される。照射ライン精度を超える結果となったが、ここでは照射

レーザラインの中心部しか使用しないため、歪みが少なく誤差が小さいと

推定される ( 4 )。 ( c )リファレンスマーカは、 2 つの (d )ゼロ点基準レーザと、
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(e )回転角レーザ用の反射鏡を持っている。なお磁気計測時の磁気センサの

移動は、図 4-1(b) -1 の場合は対象物に向かって計測する。図 4-1(b) -2 の場

合は測定対象物と平行に移動し計測する。いずれの場合も、磁気センサは

リファレンスマーカに向かって移動させる。この際の XY 平面における角

度のずれを ( f )回転角レーザ、 (d )ゼロ点基準レーザ、 (g)画像入力用カメラ

で入手した映像による画像処理を使用し、回転角データとして取得する。

画像処理部ではレーザ光を捉えるフィルタとしてカメラ前に外部光を遮蔽

するボックスを用意し、その前面にペーパーフィルタを装備する。これに

より、ゼロ点基準レーザと回転角レーザを強調してカメラで捉えることが

できる ( 5 )。  

第 3 章では磁気センサを移動させた際の角度のずれを回転角として取得

し補正した。しかし、実用性を考慮した試作機を考えるとき、回転角のず

れだけでなく図 4-3 に示すようにリファレンスマーカと磁気センサを結ぶ

直線上からそれる座標のずれに対する対策が必要である。そこで、本章の

試作機では座標ずれに対する対策としてリファレンスマーカ側からもレー

ザ光を照射し、磁気センサの座標情報を姿勢情報として取得する。  

 

表 4-1 水平調整作業に伴う磁気センサの Y 軸出力  

(X,Z 軸出力は変化なし X:33083.0nT,Z:36041.0nT)  

調 整 作 業  1 回目  2 回目  3 回目  4 回目  5 回目  

Y 軸出力  0.0nT  0 .0nT  0 .5nT  0 .0nT  0 .0nT  

施 行 回 数  6 回目  7 回目  8 回目  9 回目  10 回目  

Y 軸出力  - 0 .5nT  0 .0nT  0 .0nT  0 .0nT  0 .5nT  
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図 4-2 姿勢情報取得装置の概略図  

 

 

 

図 4-3 磁気センサの移動方向の座標調整  
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次に、姿勢情報における回転角の読み取り誤差は、リファレンスマーカと姿

勢情報取得システムまでの距離が遠いほど回転角情報の S/N 比が向上する。

図 4-4(a)(b)は回転角と読み取り誤差の関係を示した図である。図 4-4(a)(b)

のように読み取り誤差 1mm の光学装置がある場合、回転角が 0.1 度ずれた

とき、距離 1m ではレーザ光が 3.49mm 動くが、距離 10m では 34.9mm 動く。

それに対して読み取り誤差は 1mm であるため、距離が遠いほど相対的に S/N

比が向上する。そこで、本章の試作機では回転角情報の精度向上のため、

リファレンスマーカに反射鏡を取り付け、磁気センサ側から照射したレー

ザ光を反射させて光学装置で読み取る手法を採用している。これにより、

磁気センサから測定対象物までの距離が実距離の 2 倍確保でき、高い S/N

比を得ることができる。なお、図 4-5(a)(b)に今回試作したリファレンスマ

ーカと姿勢情報取得システムを示す。  
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図 4-4(a) 距離 1m の場合の真値に対する読み取り誤差  

 

 

 

図 4-4(b) 距離 10m の場合の真値に対する読み取り誤差  
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図 4-5(a) リファレンスマーカ試作機  

 

 

 

図 4-5(b) 姿勢情報取得システム試作機  
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 次に画像処理による回転角の取得方法を示す。図 4-6 は図 4-2 の装置に

より得られた画像である。画像サイズは幅 640×高さ 480 ピクセルである。

そのうちレーザ受光範囲は幅 153mm×高さ 153mm であり、画面上で約幅

480×高さ 480 ピクセルとなる。2 つのゼロ点基準レーザを基準ライン上に

配置した際に、回転角レーザ光が同一ライン上にある状態を基準となる座

標とし、回転角 0 度として図 4-6(a)に表す。図 4-6(b)(c ) (d)は回転角を 0.1

度、0.2 度、0.5 度の順に変化させた際の画像である。図 4-6 から回転角の

増加に伴って回転角レーザのスポット光が基準ラインから離れることがわ

かる。このように回転角レーザのスポット光の重心位置と基準ライン間の

ピクセル数から回転角を求めることができる。この装置のスポット光の 1

ピクセル毎の移動距離は、おおよそ  
153

480
=0.318mm となり 3 章で目標

に挙げた ±0.3mm とほぼ同等である。なお、実際の画像処理ではこのピク

セル数は整数ではなく、サブピクセル精度で演算される。スポット光の重

心のピクセル位置はサブピクセルにより小数点以下の精度で求めることが

でき、実際の画像処理の距離分解能は 0.318mm のよりも細かくなる。画

像処理ではカメラで得た動画を VC++で製作したソフトウェアで解析する。

フィルタリング、重心計算、二値化処理などは OpenCV を利用して行う ( 6 )。

こうして得られた回転角を実測回転角とする。  
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図 4-6(a) カメラへの入力画像 (実測回転角 0 度 )  

 

 

 

図 4-6(b) カメラへの入力画像 (実測回転角 0.1 度 )  
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図 4-6(c) カメラへの入力画像 (実測回転角 0.2 度 )  

 

 

 

図 4-6(d) カメラへの入力画像 (実測回転角 0.5 度 )  
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4 .4 姿勢情報取得システムの性能評価実験と結果考察  

 本実験では図 4-2 で示した (h)姿勢情報取得システムの精度を確認する。

角度 0 度から 0.5 度まで姿勢情報取得システムを回転させ、得られた実測

回転角のデータを記録する。確認のためには真値と実測回転角の比較が必

要である。そこで、本研究では真値の代わりとして磁気センサ (メーカ：エ

ムティアイ、型名：FM-3500)を用いる ( 7 )。この磁気センサは 0.001 度まで

角度を測ることができる。この磁気センサを用いて計測した角度を基準回

転角とする。本実験では測定対象物を設置せず基準回転角と実測回転角の

比較を行う。図 4-7 は姿勢情報取得システムによって得られた実測回転角

と基準回転角を比較したグラフである。きれいな直線となっており今回の

光学装置によって正しく回転角を測れることがわかる。表 4-2 は、基準回

転角に対して、実際に画像処理で得られた実測回転角の値であり、回数は

基準角度毎に 10 回ずつ施行する。この実測回転角と基準回転角との差を

図 4-8 に示す。この図は基準回転角と角度誤差の関係を表す。ここで角度

誤差とは基準回転角から実測回転角を引いたものである。各基準回転角に

おいて角度誤差の計測を行い、そのばらつきをこの図 4-8 に表している。

例えば基準回転角 0 度における角度誤差は -0 .005 度から +0.011 度の範囲と

なる。これが姿勢情報取得システムの実測回転角の精度である。  
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表 4-2 基準回転角に対して得られた実測回転角の値 (各 10 回施行 )  

試行回数  

基準回転角 (度 )  

0 .000  0 .100  0 .200  0 .300  0 .400  0 .500  

1  -0 .005  0 .098  0 .200  0 .301  0 .400  0 .498  

2  0 .005  0 .102  0 .201  0 .295  0 .402  0 .510  

3  0 .004  0 .101  0 .201  0 .301  0 .411  0 .510  

4  0 .001  0 .109  0 .207  0 .299  0 .411  0 .505  

5  -0 .005  0 .097  0 .207  0 .298  0 .408  0 .511  

6  -0 .003  0 .104  0 .196  0 .303  0 .407  0 .500  

7  0 .011  0 .103  0 .202  0 .298  0 .408  0 .507  

8  0 .008  0 .098  0 .203  0 .302  0 .407  0 .510  

9  0 .007  0 .098  0 .200  0 .302  0 .410  0 .510  

10  0 .002  0 .098  0 .199  0 .301  0 .410  0 .498  

 

 

図 4-7 実測回転角と基準回転角を比較したグラフ  
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図 4-8 基準回転角に対する角度誤差のばらつき  

次に、この角度誤差を磁気計測誤差へ置き換える方法を考える。本実験

では基準回転角 0 度を地磁気の磁北に合わせ磁気センサの X 軸方向とする。

測定対象物を設置しない条件で、実測回転角 θ で設置した磁気センサがあ

るとする。このとき、実測回転角には角度誤差 Δθ が含まれているため、

磁気センサの X 軸成分 Ex’は次の式 (4 .1)で表される。なお、 Em は地磁気

の X 軸成分と Y 軸成分の合成値であり、その磁束密度は日本国内ではおお

よそ 30000nT 程度となる。  

Ex’= Emcos(θ+Δθ)   (4 .1)  

角度誤差がない場合の X 軸成分は Ex=Emcos(θ)であることから、 Ex-Ex’

を θ(0 -90 度 )において計算することで、磁気計測誤差は約 ±5nT 誤差範囲で

あることが分かる。本研究では地磁気以下の領域での磁気測定を目的とし

ているため、実際に測定対象物が存在する場合の Em’は最大でも 0～ 2Em

程度となる。その場合、磁気計測誤差は約 ±10nT の誤差範囲となる。  
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4 .5 移動式磁気計測システムの性能評価実験と結果考察  

 開発した移動式磁気計測システムの試作機に対して、FM-3500 の磁気セ

ンサ出力を基とした任意の基準回転角を与え実際に磁気計測データに補正

を加えて、その性能の評価を行った。図 4-9 は評価実験の概略図である。

外乱の磁気ノイズや磁気センサ近傍の磁気の影響を完全に除去するため、

地磁気の代わりとして、磁気センサにヘルムホルツコイルを使用して発生

させた磁気を印加する。磁気の印加前にもともとの環境の磁気をすべて 0

に電気的に打ち消し、ヘルムホルツコイルによる磁気の変化量のみを捉え

るものとする。これを基準磁気として設定し基準回転角 0 度の際の X 軸、

Y 軸の磁束密度を X:30000nT,Y:0nT とし基準磁気とする。次の表 4-3 は基

準回転角を与えられた場合の磁気センサ出力の理論値である。表 4-4 は基

準回転角を与えられた場合の実測回転角及び実測した磁気計測データでと、

そのデータに補正演算したのが表中の演算値の磁気データである。各補正

演算には式 (3 .1) - (3 .7)を使用する。なお、水準器により水平を保っている

ため Z 軸の成分は、移動にかかわらず一定の値である。補正演算による磁

気データは、姿勢に変化がない場合の磁気データを表しており実測回転角

等の誤差が少ない場合には、基準磁気 (X:30000nT,Y:0nT)に近づいて行く。

この実験における補正演算後の磁気データの最大誤差値は -3 .2nT である。

この結果、姿勢情報取得システムで検討した精度の範囲に収まることが確

認できた。  
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図 4-9 磁気発生コイルを使用した評価実験の概略図  

 

表 4-3 基準回転角に対する磁気センサ出力の理論値  

 

 

 

 

 

表 4-4 実測回転角と磁気計測データ及び補正演算後のデータ  

磁気  

データ  

 

軸  

基準回転角 (度 )  

0 . 0 1  0 . 0 2  0 . 0 5  0 . 1 0  0 . 2 0  0 . 5 0  

理論値

( nT )  

 

 

X  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  2 9 9 9 9 . 8  2 9 9 9 8 . 9  

Y - 5 . 2  - 1 0 . 5  - 2 6 . 2  - 5 2 . 4  - 1 0 4 . 7  - 2 6 1 . 8  

磁気  

データ  

軸  

実測回転角 (度 )  

0 . 0 0 8  0 . 0 1 8  0 . 0 5 0  0 . 1 0 1  0 . 2 0 0  0 . 4 9 8  

実測値

( nT )  

 

X 3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  2 9 9 9 9 . 8  2 9 9 9 8 . 9  

Y - 3 . 0  - 1 2 . 0  - 2 7 . 0  - 5 1 . 0  - 1 0 2 . 0  - 2 6 4 . 0  

演算値

( nT )  

X 3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  3 0 0 0 0 . 0  

Y 1 . 2  - 2 . 6  - 0 . 8  1 . 9  2 . 7  - 3 . 2  
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4 .6 結言  

本章では、 3 章で判明した要求性能に基づいて姿勢情報取得システムを

検討し試作機の開発を行った。まず姿勢情報取得システムの開発ではリフ

ァレンスマーカに基準角レーザや、反射鏡を採用した。これにより姿勢情

報の認識性能を向上させることができた。そして、姿勢情報取得システム

の性能を確認し、移動式の磁気計測においても分解能 10nT での計測に必

要な精度を有する、姿勢情報取得システムが開発できた。さらにその姿勢

情報取得システムを用いて実現できる移動式の磁気計測システムの性能を

確認する実験を行った。開発した磁気計測システムに任意の回転角を与え

ながら実際に磁気計測を行い、その値を補正演算し、事前に予想した磁気

計測精度を満たす結果が得られた。この結果、本章で提案した光学装置を

使用することにより、10nT の分解能を持つ移動式磁気計測システムを開発

することができた。   
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第 5 章  移動装置の検討とコントローラ用タッチパネルス

イッチの研究開発  

 

5.1 緒言  

本章では 3 章 4 章で検討開発を進めた移動式磁気計測システムで使用す

る移動装置とそのコントローラについて検討を行う。移動式磁気計測シス

テムにおいて移動装置の効果的な運用を考えるとき、どのような移動装置

でも課題となるのが、その操作性である。特に空中での操作では三次元で

の操作が必要となり、一般の操作用コントローラを使った操縦では熟練し

た技術が要求される場合が多い ( 1 )。そこで、本章では移動装置を容易に操

作できるコントローラを検討し、そのために必要となるフレキシビリティ

の高いタッチパネルスイッチの研究を行う。このような周辺技術と、新し

い磁気計測手法を組み合わせて様々な用途に移動式磁気計測システムを提

案する。  

5.2 移動装置及びコントローラの検討  

 3 章、 4 章で研究開発した移動式磁気計測システムの試作機はすべて手

動によって移動させてきた。ここからは、今後の移動式磁気計測システム

の実用化も視野に入れて移動装置の検討を行う。 2 章 3 章で提案した移動

式磁気計測システムは、測定対象物が人に運べないほどに大きいとき、最

も効果を発揮する磁気計測手法である。大きな測定対象物の磁気分布を計

測するのに用いる手法であるため、当然その移動装置には高さ方向への移

動が求められる。地上面を移動する車両型の装置は安定性が高く、価格も

安価であるが、前述の高さ方向への対応及び床の勾配などによって水平の

維持が難しいという問題がある。ホバークラフト型であれば水平の維持の



71 

 

問題は改善するが、高さ方向の問題が残る。空中へ移動できる装置におい

ても、飛行機型は任意の場所で停止できず、飛行船型では機動性に問題が

ある。このような場合、ドローン型やヘリコプタ型の移動装置を用いるこ

とが有効と考えられる。ここでは近年急速に普及しているドローンの使用

が望ましいと考えられる ( 2 )。ドローンなど三次元の移動が可能な装置の場

合、一般的にプロポといわれるような操縦用のコントローラでの操作は複

雑で、難度が高い。本章では、移動式磁気計測システムに最低限必要な操

縦のみが行える、簡易操作コントローラを検討する。このコントローラで

は昇降、前後移動、左右移動、左右旋回、無入力で静止という 5 種類の入

力で操作する。複雑な移動の必要がない移動式磁気計測システムでは 5 つ

の操作を、 2 つ同時に行えないように制限することで、より操作を単純化

する。工場に設置されている天井クレーンの動きに旋回を足した操作とな

る。天井クレーンと大差ない操作であるため、図 5-1 に示すようなハンデ

ィ型ボタンコントローラも考えられるが、ここでは操作者が三次元の移動

方向を直感的に理解できるよう、球形コントローラを検討する。図

5-2(a)(b)(c )にその概略図を示す。片手で握れる程度の球体の表面にタッチ

パネルスイッチを張り付けて入力装置とする。タッチパネルなので操作者

は軽く触れるだけで操縦が可能となる。なお、簡易な移動しか必要としな

い移動式磁気計測システムの運用上、操作頻度が少ない左右旋回は 2 か所

の同時入力とすることで、旋回の誤入力を軽減する。本章の研究では、イ

ンターフェイス単体としての可能性を広げるため、入力インターフェイス

にボタン型スイッチではなく、容易に増設、変形が可能なタッチパネルス

イッチの使用を検討する。この改良型タッチパネルスイッチであれば、球

形だけでなく様々な形状のコントローラも実現可能である。さらに、複雑
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な三次元移動の操縦でも直感的に行える柔軟性の高いコントローラも実現

できる可能性がある。また物体の表面に張り付けられる入力インターフェ

イスなどとして、様々な用途で利用できる。ここでは、過去に提案された

増設、変形機能を持ったタッチパネルスイッチの改善を行い、その実用化

を進めることとする。  

 

図 5-1 ハンディ型ボタンコントローラ  

 

図 5-2(a) 球形コントローラ概略図  
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図 5-2(b) 球形コントローラ概略図  

 

 

図 5-2(c) 球形コントローラ概略図  
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5 .3 入力用インターフェイスの検討  

近年、電子機器などの入力インターフェイスには様々な方式が採用され

ている。例えばスイッチ入力、音声入力、モーション入力等様々ある ( 3 - 5 )。

タッチ・スクリーンもその一つであり、タッチしたスクリーン上の座標を

検知するセンサである。最近では携帯ゲーム機の入力インターフェイスと

して抵抗膜式のタッチ・スクリーンが採用されている。スマートフォンな

どには、静電容量式のタッチ・スクリーン等が使用されている。今回はタ

ッチ・スクリーン方式のインターフェイスの中でも、フレキシビリティ、

ユーザビリティに優れた、曲げおよび追加機能を備えたタッチパネルスイ

ッチの検討、改良を行う ( 6 )  。  

この従来型のタッチパネルスイッチはシンプルな仕組みでかつ非常に柔軟

性が高いことが特徴である。特にパネル枚数と形状の自由度が組み合わさ

ることで、平面だけでなく曲面に対しても、インターフェイスとして設置

可能である。これにより、球形はもちろん体に貼り付ける様に設置するウ

ェラブル入力装置や、対象物の全面に設置することでシンボライズされた

入力装置としても利用できる。しかし、従来型タッチパネルスイッチはそ

のシンプルさゆえに、表皮効果、静電容量の変化、環境ノイズといった要

因に対処が難しく S/N 比が低くなってしまう場合がある。そのため、増や

せるパネル枚数には事実上の制限があった。その従来型の S/N 比の問題に

対し、改良案が提示された ( 7 )。これは、従来型の検知部に数段の電子回路

を組み込むことで、飛躍的に S/N 比を改善し、パネル枚数を大幅に増やす

ことをシミュレーションで提案している。しかし、この追加型で提案され

る従来回路方式では  

(1)  部品点数及び接続線数の多さ  
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(2)  シミュレーションのみでの確認  

という実用化への課題があげられる。  

本研究では、従来型のタッチパネルスイッチの改良のため、  

(1)  従来回路方式から使用線数と回路部品数を削減し、より簡素化した

新回路方式を提案。  

(2)  新回路方式による実機を製作し、シミュレーションだけでなく実際

の装置で改良効果を確認。  

上記の結果従来型のタッチパネルスイッチの実用化への道筋をつけること

ができたので、以下に詳細を説明する。  

5 .4 提案する手法  

図 5-3(a) - (c )は、追加型タッチパネルで提案された従来型回路方式に対

して本研究の有効性を確かめるため、新回路方式で提案する回路図である。

全体は 2 パートに分けられ図 5-3(a)が装置の全体ブロック図、図 5-3(b)が

励起検出部、図 5-3(C)はタッチパネル部となる。本章で提案するインター

フェイスは１つの励起検出部と、複数のパネル部とで構成される。  

 

図 5-3(a) 装置全体のブロック図  
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図 5-3(b) 励起検出部の回路図  

 

図 5-3(c) タッチパネル部の回路図  
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表 5-1 は従来回路方式と今回提案する新回路方式とを使用する接続線数、

部品点数で比較した表である。表 5-1 に示す通り今回提案する回路方式で

は、接続線数、部品点数ともに減少する。使用する接続線数において、従

来方式の 5 本に対して今回の回路方式では 4 本。部品点数はオペレーショ

ナルアンプに最低 10 個程度のトランジスタが内蔵 ( 8 )されるとして、従来

の部品点数 42 個に対して今回は 17 個となる。  

 

表 5-1 従来回路方式との提案回路の比較表  

 接続線数  部品点数  

従来回路方式  5 本  42 個  

新回路方式  4 本  17 個  

 

 

図 5-4 接続ブロック図  

図 5-4 は、パネルとパネルとを繋ぎ増設していく際のブロック図である。

従来回路方式では 5 つ必要であった接続線数を、今回提案する新回路方式

では 4 つの接続線で行えるよう改良している。この接続線数の軽減を実現

することで、パネル増加時には大きなコスト減が見込まれる。図 5-3(c)で
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示すように 4 つの接続線は、励起信号（ 100kHz 矩形波）、 GND 線、信号

線 1、 2 となる。今回の新回路方式では、人体の静電容量に反応させるた

めの 100kHz 励起信号を分岐させて、整流して直流信号に変え、判定用直

流信号として使用する。これにより従来回路方式の 5 つの接続線による提

案を、 4 つの接続線回路方式として改良提案する。次に、追加する整流回

路に簡素な回路を使用することで、部品点数、製作工数を抑制する。 図

5-3(c)の A 整流部、 B 検知出力部、 C 判定部の各パートを個別に表したも

のが図 5-5(a)(b)(c )である。図 5-5(a)では整流部を示している。ここでは、

直流電源 5V を励起信号（ 100kHz 矩形波）から発生させる。この図 5-5(a)

から理解されるように、回路は非常にシンプルあり部品点数を減らしてい

る。この回路を用いることで、従来モデルで必要であった直流電源の接続

線を減らすことができる。次に、図 5-5(b)で現される指先からの静電容量

の変化による検知入力部には FET トランジスタ 1 個による検出を提案する。

これにより回路の消費電力低減と回路の簡素化を提案する。線数削減と同

様にこの省力化も枚数増加時には大きな改良効果を得ることができる。図

5-5(c)で示す判定部もトランジスタを使用することで簡素化を行った。こ

れにより検知部、判定部にオペレーショナルアンプを使用する追加型の従

来回路方式と比べ、新回路方式では回路全体で使用される部品点数は 1/2

程度に低減できる。  

これらの改良を組み込んだ新回路方式を用いて製作した実機が図 5-6 で

ある。これをテスト用実機と呼ぶこととする。テスト用実機では基板サイ

ズや使用する部品に制限があるため、指による接触部とパネル回路部とを

別々に組み込んでいる。これを 20 枚製作し S/N 比の改良効果の確認と実

機による評価実験を行う。  
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図 5-5(a) 整流部の回路図  

 

 

図 5-5(b) 検知入力部の回路図  
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図 5-5(c) 判定部の回路図  

 

図 5-6 テスト用実機写真  
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5 .5 性能評価実験  

5.5.1 タッチパネル位置の確認実験の結果と考察  

図 5-6 のテスト用実機を用いて、実際にタッチしたパネル位置を確認す

る実験を行う。テスト用実機と評価用データレコーダとを組み合わせて評

価を行う。データレコーダでは 1MHz サンプリングによる 2ch 同時計測を

行う。評価用信号入力には図 5-3(b)の検知用抵抗 R1、 R2 に流れる電流値、

つまり R1， R2 の端子間電位差 Vr1 と Vr2 を利用する。 Vr1,Vr2 をデータレ

コーダに記録し、表計算ソフトにてそのデータを集計解析する。その際に

電波環境ノイズ対策として、高速フィルタリングを実施し、 10 サンプリン

グのアベレージングを行い、 10μ sec あたりのデータにスムージング処理

を行う。図 5-7 が 20 枚のタッチパネルを連続でタッチした際の V r 1 ,V r 2 デー

タである。ここではサンプリングタイムは 1µsec であり、タッチパネルの

接触時間が約 1ms(1000 サンプル )、非接触時間が約 2 .5ms(2500 サンプル )

で 20 枚のパネルをタッチしている。ここで、図 5-7 の V r 1 ,V r 2 を、図 5-3(b)

の R1,R2 に流れる電流 i1 , i 2 と置き換えて評価を行う。この i 1 , i2 の電流比率

Rat io は以下の式 (5 .1 )から求められる。  

Ratio =
(𝑖1 − 𝑖2)

(𝑖1 + 𝑖2)
　　　　　　　(5.1) 

この実際に計測した i 1 , i 2 を、式 (5 .1 )に代入し得られた Rat io と ΔRatio の

グラフが次の図 5-8 である。ここで、パネル No.x 番目の Ratio とパネル

№x+1 の Ratio の差を ΔRatio とする。図 5-8 のデータから x=11 のときの

ΔRatio の値が 0.0070 であるとわかる。本実験ではこの値が最も小さい

ΔRatio であり、この値を最小値として、すべてのパネル位置を識別できた。

ここで、この最小値を ΔRatio m i n であるとする。実際には、同じパネルを
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タッチしたとしても Ratio の値は毎回誤差分だけ変化する。次にこの誤差

の最大値を  εm a x  と定める。ここで、次の (ΔRatio m i n>εm a x )の条件を満た

すときに、各パネルは位置を識別できるといえる。これを次の 5.5.2 で明

らかにしていく。  

 

図 5-7 Vr1Vr2 の計測データ  

 

図 5-8 Ratio と ΔRatio の関係  
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5 .5 .2 最大パネル枚数検証実験の結果と考察  

ここでは、この新回路方式を用いることで実際に何枚までパネルを増設

できるかを確認する。今回の新回路方式のテスト用実機によって得られた

検出信号のデータを用いて、解析理論的に最大何枚までパネルを増設でき

るかをシミュレートする。  

まず誤差伝搬の法則を用いて、この装置における最大誤差ε m a x を求め

るための計算を行う。式 (5 .1)から Ratio は i1 と i 2 の関数と考えられ式 (5 .2)

で表すこととする。また、Ratio に対する i 1 ,  i 2 に誤差要因 Δi 1Δi 2 が含まれ

ているとするならば、誤差を含む Ratio e r r は式 (5 .3 )で表すことができる。 

Ratio = 𝑓(𝑖1, 𝑖2)           (5.2) 

Ratioerr = 𝑓(𝑖1 + Δ𝑖1, 𝑖2 + Δ𝑖2)     (5.3) 

式 (5 .3)をテイラー展開することで、以下の式 (5 .4)が得られる。  

𝑓(𝑖1 + Δ𝑖1, 𝑖2 + Δ𝑖2) = 𝑓(𝑖1, 𝑖2) 

+
1

1!
(

δ

δ𝑖1
･Δ𝑖1 +

δ

δ𝑖2
･Δ𝑖2) ･𝑓(𝑖1, 𝑖2) 

  +
1

2!
(

δ

δ𝑖1
･Δ𝑖1 +

δ

δ𝑖2
･Δ𝑖2)

2

･𝑓(𝑖1, 𝑖2) 

   + ⋯              (5.4) 

式 (5 .2) , (5 .3) , (5 .4)から誤差εは次の式 (5 .5)となる。  

        ε = Ratioerr − Ratio 

          = 𝑓(𝑖1 + Δ𝑖1, 𝑖2 + Δ𝑖2) − 𝑓(𝑖1, 𝑖2) 

          =
1

1!
(

δ

δ𝑖1
･Δ𝑖1 +

δ

δ𝑖2
･Δ𝑖2) ･𝑓(𝑖1, 𝑖2) 

+
1

2!
(

δ

δ𝑖1
･Δ𝑖1 +

δ

δ𝑖2
･Δ𝑖2)

2

･𝑓(𝑖1, 𝑖2) 

 + ⋯              (5.5) 
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式 5 に対して f ( i 1 ,  i 2 )を式 (5 .1)に置き換え、非線形の項は値が充分に小さ

いため無視し、各項の絶対値をとることで最大誤差 εm a x は次の式 (5 .6)とな

る。  

𝜀max = |
2𝑖2

(𝑖1 + 𝑖2)2
･Δ𝑖1| + |

2𝑖1

(𝑖1 + 𝑖2)2
･Δ𝑖2|       (5.6) 

式 (5 .6)と今回測定した電流値を使用して解析を行う。例としてテスト用実

機のパネル No.1 に実際に試験者が接触した際の測定値のアベレージを i 1 ,  

i2 とする。また測定値の min-max 値を抜き出し、それぞれ Δi 1 ,Δi 2 とする。

式 (5 .6)に i 1 ,  i 2 と Δi 1 ,  Δi 2 を代入して最大誤差ε m a x を求める。  

𝑖1 = 3.66344, 𝑖2 = 2.00176 

 Δ𝑖1 = 0.05237, Δ 𝑖2 = 0.00053 

   𝜀max = |
2･2.00176

(3.66344 + 2.00176)2
･Δ0.05237| 

       + |
2･3.66344

(3.66344 + 2.00176)2
･Δ0.00053| 

                                                                             = 0.006654 

上記計算からパネル No.1 の最大誤差は 0.006654 との結果となった。上記

の計算を全てのパネルで行った結果が次の表 5-2 である。  
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表 5.2 各パネルの最大誤差 εm a x  

No.1  No .2  No .3  No .4  No .5  

0.006654  0 .002016  0 .001656  0 .003403  0 .005871  

No.6  No .7  No .8  No .9  No10  

0.004293  0 .001473  0 .003140  0 .002271  0 .001245  

No.11  No .12  No .13  No .14  No .15  

0.000756  0 .001090  0 .001899  0 .004444  0 .006198  

No.16  No .17  No .18  No .19  No20  

0.003839  0 .005481  0 .005388  0 .005307  0 .006608  

 

表 5-2 のデータにおいてパネル No.1 の εm a x が 0.006654 で 20 枚中最大

とわかる。ここから、パネルを増設した際の隣り合うパネル間の電流比率

の最小値の差が、この 0.006654 に近づく時、このインターフェイスの S/N

比は小さくなり、各パネルの区別が困難になる。各パネル間の電流比率の

最小値は隣り合うパネルにおける式 (5 .1)の解の差から求めることができ

る。隣り合うパネル x と (x+1)番目の Ratio の差は以下の式で表される。  

ΔRatio = Ratio(𝑥) − Ratio(𝑥 + 1)   (5.7) 

なお、ΔRatio(𝑥)については ΔRatio(1) = ΔRatio(2) = ⋯ = ΔRatio(𝑁 − 1) の関係が成

立する。表 5-3 に N が異なる場合の ΔRatio(𝑥)を表す。この式 (5 .7)の左辺に

今回の最大誤差 εm a x  0 .006654 を代入し計算を行った時の最大枚数の解は

約 298 となる。これにより本研究の回路方式を用いたテスト用実機では、

理論的に最大 298 枚パネルで構成されたインターフェイスを作製可能と言

える。  
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表 5-3 パネル枚数毎の ΔRatio  

 

 

  

枚数 N 100  298  299  500  

ΔRatio(1) 0 .019608  0 .006667 0.006645 0 .003984  
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5.6 結言  

本章では、従来型タッチパネルスイッチによるインターフェイスの実用

化に向けて、実機の製作を行った。従来型タッチパネルスイッチから S/N

比を改良さした追加型タッチパネルスイッチに対し、新しい電子回路を提

案し部品点数と接続線を削減した。さらに、いままでシミュレーションで

のみ確認していた S/N 比の性能を、実機を製作及びその実機による実験に

より確認することで、大きく実用化に近づいた改良を提案することが出来

た。今後はこのタッチパネルスイッチを使用したコントローラなどを利用

して、移動式磁気計測システムのより効率的に運用できる移動装置を検討す

る。  
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第 6 章  移動式磁気計測システムの実用化に向けた検討  

 

6.1 緒言  

6 章では各章で検討開発を行った移動式磁気計測システムの実用化に向

けた検討を行う。まず航空貨物など大型の測定対象物に対する、本システ

ムの運用方法の検討を行う。ここでの磁気センサの移動装置は、姿勢情報

取得システムを搭載したセンサスタンド型の移動装置とし、手動での移動

を想定する。このシステムにおいて実用化に向けた検討を行う。つぎに、

5 章で検討した移動装置と磁気計測を組み合わせた、ドローンを使用した

移動式磁気計測システムを検討する。ここでは、不発弾の探査への使用を

目的とし、不整地などでの不発弾探査での利便性を考慮した実用化を検討

する。  

6 .2 手動による移動式磁気計測システムの実用化検討  

 ここでは、磁気センサ部を手動で移動させる、移動式磁気計測システム

の実用化について検討を行う。開発及び製品化にかかる速度と製造コスト、

装置の持つ有用性を考慮し、移動式磁気計測システムの実用化の第一歩と

して、手動での移動式磁気計測システムを検討する。  

まず、磁気計測システムの構成を考える。第 3 章で示したとおり図 3-2(b)

リファレンスマーカと図 3-2(h)姿勢情報取得システムで構成されるシステ

ムとなる。ここで、実際の測定対象物について考える。航空貨物の上限サ

イズは航空会社によってことなるが、代表的な上限サイズで高さ 2.4m、幅

3m、奥行き 2.3m などである ( 1 )。ここでは、測定対象物のサイズを各辺が

1.5m 程度の立方体として検討を進める。このようなサイズの測定対象物に

対しては最低 2 個のリファレンスマーカの設置により、作業効率を向上で
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きる。次の図 6-1 に手動移動の磁気計測システムの概略図を示す。図のよ

うに、2 つのリファレンスマーカを平行に並べて使用する手法で検討する。

この際リファレンスマーカ間の位置合わせはリファレンスマーカ用の基準

レーザ、回転角レーザ、回転角レーザ反射鏡、基準ラインを使用する。リ

ファレンスマーカの詳細を図 6-2 に示す。リファレンスマーカの両側面に

基準レーザ、回転角レーザ、回転角レーザ反射鏡、基準ラインを設置し位

置の調整を行う。この際、目測によって基準レーザ光と反射した回転角レ

ーザを基準ライン上に合わせる。またリファレンスマーカの水平は水準器

を使用して合わせる。 2 個のリファレンスマーカを用意することで、最初

に設置したリファレンスマーカの位置と角度を継承しながら、リファレン

スマーカを移動させることが可能になる。なお、レーザ光と基準ラインを

目測で判断した際の読み取り精度は、本論文の 3 章でおおよそ ±0.8mm 程

度であることが明らかにされており、リファレンスマーカ間の距離が仮に

300mm であった場合リファレンスマーカ間の角度の誤差は次のとおりで

ある。  

tan−1 (
∓0.8

300
) = ±0.152° 

4 章で述べた通り、本姿勢情報取得システムは ±1 度程度の範囲内でずれ

を補正するシステムであり、これを逸脱しない範囲であれば、基準となる

磁束密度と角度を修正することで使用上の問題はない。そこで、リファレ

ンスマーカはゼロ点基準レーザ ×2、回転角レーザ反射鏡、リファレンスマ

ーカ用の基準レーザ、回転角レーザ、回転角レーザ反射鏡とレーザ用のバ

ッテリで構成される。リファレンスマーカの部品コストは三脚スタンドと

上記レーザ類を合わせても数万円で製作可能である。そのため、システム
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として最初からリファレンスマーカを 2 個の装備することも視野に入る。

また特殊な部品は必要なく、一部加工品を除きすべての部品が市販品で準

備できる。  

 

 

図 6-1 手動移動の磁気計測システムの概略図  

 

 

図 6-2 リファレンスマーカの詳細図  
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次に、姿勢情報取得システムについて検討する。ここでは、手動での移

動を目的とした磁気計測システムとなるため、手動によるスタンド型移動

装置に姿勢情報取得システムを搭載した、 3 章の試作機とほぼ同じ仕様の

シンプルで安価な構成になる。搭載機器は回転角レーザ、受光用フィルタ

ボックス、水準器、カメラ、カメラ映像と磁気計測データの送信機、駆動

用バッテリ、三脚スタンドとなる。このスタンド型移動装置の部品コスト

は安価な市販品で製作可能である。これ以外に、通常の磁気計測でも必要

な磁気センサと磁気データ収録用パソコンを準備する。このように、リフ

ァレンスマーカ、スタンド型移動装置ともにシンプルかつ安価での製造が

可能である。これらの理由により、移動式磁気計測システムの実用化の第

一歩として、手動によるスタンド型移動装置を用いた移動式磁気計測シス

テムが最適であると考えられる。  

6 .3 ドローンを使用した移動式磁気計測システムの検討  

次に、移動装置にドローンを使用した、移動式磁気計測システムの検討

を行う。ここでは、 6.2 で述べたスタンド型移動装置をドローンに置き換

え、簡易コントローラを用いた半自動での磁気計測の可能性を検討する。

ここでコントローラは 5.2 で述べた簡易型球形コントローラとする。昇降、

前後移動、左右移動、回転、静止と半自動での計測のため計測開始スイッ

チを持たせる。これにより、誰でも簡単にドローンを操作し磁気計測でき

るようにする。リファレンスマーカについては 6.2 と同じ仕様とする。ド

ローンに搭載する機器は回転角レーザ、受光用フィルタボックス、カメラ、

カメラ映像、磁気計測データ、レーザ距離計データの送信機、レーザ距離

計、磁気センサとなる。駆動用バッテリはドローンと共有する。水準器に

ついては傾斜角センサを利用する。これまで使用してきた水準器は高精度
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が得られるが、重さや大きさからドローンへの搭載は不向きである。また、

ドローン自体に精度よく水平を保てる機能と能力があるが、本研究で必要

な精度領域 0.01 度以下を安定して満たすことは難しい ( 2 )。そこで、ドロー

ンによる移動式磁気計測システムの実用化では、磁気センサの水平を傾斜

角センサ使用して制御する。傾斜角センサの中でも容器内液体の傾斜によ

る液面変化を静電容量変化としてとらえるセンサを採用する ( 3 )。この傾斜

計の角度分解能は大変に高く市販品であっても 0.001 度で水平情報を取得

できる。ただし、高精度なタイプは傾斜の検知方向が一面のみの場合が多

く、 ZX 面と ZY 面での調整のために 2 個の搭載が必要となる。   

ここでのドローンはゼロ点基準レーザと回転角レーザの光に合わせた

自動制御を行う。図 4-6(a)のようにゼロ点基準レーザ光を画面上の基準ラ

イン上に来るようにドローンを左右移動させ、その後水平を保つよう制御

する。なお、この姿勢制御を完璧に制御することは高難度であり、またそ

の必要もないので、測定場所においてゼロ点基準レーザが基準ライン上に

あり、かつ傾斜角センサが水平を取った瞬間に、回転角レーザによる回転

角情報と磁気計測データを取得する仕組みとする。これにより、ドローン

の自動制御の精度を下げることができ、高度な制御技術 ( 4 )を用いなくとも

磁気計測が実現できる。磁気センサを高速で移動させつつ連続的にすべて

のデータを記録する場合には、常時正確な位置制御が必要となる。しかし、

不発弾などの磁気分布測定では、あらかじめ測定場所を指定し、各指定位

置に移動させながら、その場所で静止し磁気計測データを記録していくた

め、その必要はない。  

磁気計測の手順としては、例えば不発弾の計測であれば目的地にリファ

レンスマーカを設置し、パソコン側にて測定開始距離と測定位置を決め、
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姿勢情報取得システムの画面内に各レーザ光が入る位置までドローンを操

作して、測定開始スイッチを押す。そこからは自動制御となり測定位置毎

に静止し、位置と姿勢を制御し正しい値になった時データ取得。その後、

次の測定位置まで移動、これを距離 2m になるまで繰り返す。到達後は測

定開始位置まで後退し着陸する。最低距離を 2m としたのは、距離が近く

なるほど誤差が増えるためである。この仕組みでは測定開始位置にドロー

ンを手で運び測定開始スイッチを押せば、人の手によるドローン操作はほ

ぼ必要なくなるが、 1 名での作業時などの作業効率も考慮し、簡易コント

ローラによる操作機能を持たせることとする。このシステムを用いること

で不発弾探査のための磁気計測を誰でも簡単に実施することが可能になる。  
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6 .4 結言  

本章では、 2 章 ~5 章で研究開発した簡易操作できる移動装置と画像処理

を利用した移動式磁気計測システムの実用化に向けて、手動によるスタン

ド型移動装置と半自動制御によるドローン型移動装置について検討を行っ

た。スタンド型移動装置による移動式磁気計測システムでは、ここまでの

研究で試作がほぼ完了していることもあり、ローコスト化及び製品化を主

眼に検討を実施した。今後は、デモンストレーション機を開発し、実用面

でのさらなる改良を行い製品化に向けた評価試験を進める。半自動制御に

よるドローン型移動装置を用いた移動式磁気計測システムの検討では、実

現のために必要となる水準器の入れ替えと性能確保のための制御方法の検

討を行った。実用上で必要となる各要素を確認できたことで、今後の実用

化にむけた提案が行えた。  
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第 7 章  結論  

 

7.1 結論  

本論文では、地磁気環境下での磁気計測精度の向上を行い、微弱な磁気

領域において、磁気センサを移動させながら誰でも容易に計測できる、移

動式磁気計測システムの開発を目的とした。第 2 章では磁気探査装置の都

市部での誤検知問題について新しいフィルタリングを用いた解析手法を提

案した、これにより磁気計測の精度を向上し、磁気センサ部の誤検知問題

の改善を行った。不整地における探査作業について検討を行い、単一磁気

センサによる移動式磁気計測手法に着目した。  

第 3 章では単一の磁気センサによる移動式磁気計測手法の開発の第一歩

として、移動式磁気計測システムを実現するために必要な機能の検討を行

った。この検討に基づき、実験試作機を製作し目測によるレーザ測位実験

を行い、目標となる磁気計測の精度を達成するために求められる姿勢情報

取得機能の精度について明らかにした。  

第 4 章では、 3 章で得られた要求性能に基づいて姿勢情報取得システム

の開発を行った。リファレンスマーカを利用した姿勢確認や反射鏡を用い

た回転角レーザの S/N 比向上を提案し、これらに基づいて勢情報取得シス

テム及び移動式磁気計測システムの試作機を製作した。試作機で得られる

姿勢情報の精度を確認評価し、目標とした 10nT 分解能での磁気計測を実

現するために必要な性能を有することを確認した。さらにその姿勢情報取

得システムを用いて実際に移動式磁気計測システムによる磁気計測実験を

行い、磁気計測の性能を確認した。第 5 章では、移動式の磁気計測システ

ムの移動装置について検討した。移動装置の問題点となる容易な操作や直
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感で操作できるコントローラを提案した。その実現のため、改良型のフレ

キシブルなタッチパネルスイッチの研究開発を行い、タッチパネルを試作

し実機製作した。試作したタッチパネルを使って実際の改良の効果を確認

した。  

第 6 章では 2-5 章の研究を融合して得られた知見に基づき、移動式磁気

計測システムの実用化に向けた提案を行った。手動移動によるセンサスタ

ンド型とドローン型移動装置を用いた移動式磁気計測システムについて今

後の実用化にむけた提案を行った。  

以上のとおり、地磁気環境下での磁気計測精度の向上の確認と、移動式

磁気計測システムの実用化に向けた研究を行った。  

今後は、移動式磁気計測システムの実機を開発し、実際の運用によって

さらに改良を進める必要がある。また、姿勢情報取得システムの受光フィ

ルタボックスの軽量化と、入力範囲を維持しての小型化が望まれる。今回

のレーザ光による姿勢情報取得システムでは距離 30m 程度まで高精度で

回転角を認識できた。今後は不整地での不発弾探査の実運用を考慮し、一

度に磁気計測できる距離を 50m 程度まで伸張することが望ましい。今回、

単一の磁気センサによって不発弾探査可能なシステムを提案した。今後は、

磁気の傾きから不発弾を解析する従来法に代わる、単一磁気センサで得ら

れる絶対値の磁気計測データから不発弾検出する解析手法の検討が必要で

ある。  
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